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1. はじめに 
 埼⽟県が実施している学⼒調査は、主な特徴として(1)測定⽅法として IRT を⽤いている、
(2)悉皆調査であり、⼩学校４年⽣から中学校３年⽣の約３０万⼈を対象としている、(3)各
児童・⽣徒が毎年受けるため、児童・⽣徒の経年⽐較が可能となっている、の３点である。
これらのデータは本事業受託研究者に公開され、データの詳細な分析を通して、埼⽟県内の
学校改善、児童・⽣徒の幅広い学⼒向上に寄与する成果を出すことが求められている。 
 本報告では、本事業を実施する上で、２年間のデータを統計的に分析した分析班と、分析
班の分析を踏まえ、⼩学校３校、中学校３校の実地調査を⾏なった指導班の分析をそれぞれ
報告する。 
 統計的な分析成果より⾒えてきたことは、主体的・対話的で深い学び（特に問題解決的学
び）が、学習⽅略・⾮認知能⼒の向上を通じて学⼒を向上させている可能性である。まず、
問題解決的な学びと学習⽅略のうち３つのカテゴリー（計画的に学習に取り組もうとするプ
ランニング⽅略、ノートに書いたり声を出したりする作業を伴う作業⽅略、苦⼿など思う感
情をコントロールして学習への動機へつなげる努⼒調整⽅略）は正の相関関係が⾒られた。
中でも、特に算数・数学に対する授業で児童・⽣徒が主体的・対話的で深い学びを⾏なって
いると回答している⼦供ほど成績が⾼く、学⼒と相関関係があることが分かった。そして、
学習⽅略の３カテゴリー(プランニング⽅略、学習内容の理解度を⾼める認知的⽅略、努⼒
調整⽅略)と学⼒は正の相関関係があることが分かった。次に、主体的・対話的で深い学び
と⾮認知能⼒は強い正の相関関係にあることが分かった。特に、⾃⼰効⼒感に関する⾮認知
能⼒と関係が⾒られた。そして、その⾃⼰効⼒感の⾮認知能⼒と学⼒と正の相関関係があっ
た。以上より、主体的・対話的で深い学び（特に問題解決的学び）が、学習⽅略や⾮認知能
⼒の⾼まりと関係があり、さらにそれらが学⼒の向上と関係があることが分かった。 
 学校への実地調査は、統計的な分析結果より、低学⼒層の向上が⾒られた⼩中６校を対象
とした。そこから⾒えてきたことは、それぞれの学校の「各教科のより深い学びを実現する
ための⼤局的改善策」と「局所的な課題克服のための改善策」への取組の違いである。⼤局
的改善策に取り組んでいる場合には、学んでいることの意味や根拠を、⼦供たちに考えさせ
る授業に向けての検討や教材研究に取り組んでいた。ドリル学習もそのような⼤きな⽬標の
⼀部として取り扱われており、全ての学⼒層の⼦供たちの学習意欲向上などに寄与していた。
⼀⽅、局所的改善策に取り組んでいる場合には、問題はどう解けばいいのか、何を覚えるべ
きかを丁寧に教授する授業を⾏った上で、それらを定着させるためにドリル学習を⾏なって
いた。漢字や英単語、計算のドリルなどで細かく⽬標を定めて⾏っていた。これは、低学⼒
層の⼦供たちに対して、まずは学習意欲や達成感、学習習慣の定着といったものに寄与して
おり、それが低学⼒層の学⼒向上に効果的であった。しかし、局所的改善策だけでは、教師
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の指⽰の範囲内の学習観に限定されやすいなど、根本的な課題が残る。そのため、⼤局的改
善を実施していく必要があるが、単に、⼿法・技術・型としてのアクティブ・ラーニングで
はなかなか実現しない。教科の⾒⽅・考え⽅にしたがって単元内容を深めていくために、他
者との協働を通じた学び合いを取り⼊れ、児童・⽣徒が⾃ら深く考え、変容していくような
授業展開が重要である。このような授業を教員全員が創り上げていく学校にしていくために
は、実践による児童・⽣徒の変容や学習の過程を振り返り、次の改善策につなげていくこと
が重要となってくるだろう。 
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2. 計量分析班の成果 

2.1. 国内外で実施されてきた学⼒テストの現状 

 集団の統計的特性を把握するための学⼒テスト 
 本稿の冒頭で、「学⼒テスト」とはどのようなものかについての定義を述べる。学⼒テス
トとはある個⼈の学⼒の状態を測定する検査のことである。学⼒テストには学校で⾏われて
いるような定期考査や⼊学者や資格試験合格者の選抜を⽬的とするいわゆる「⼊試」や外部
資格試験等も存在するが、ここでは国や⾃治体が教育政策の評価や学校資源の配分などに利
⽤する⽬的で⾏われる学⼒テストに焦点をあてて議論する。 
 国や⾃治体が主導して⾏う学⼒テストには、学校で⾏われる定期考査や⼊試などの選抜試
験とは異なる特徴が存在する。1 つ⽬は、学⼒テストの対象者の抽出⽅法である。国や⾃治
体が実施する学⼒テストは、個⼈への成績のフィードバックだけではなく、⺟集団の統計的
特性を把握するという⽬的を持つ。これを達成するため、⺟集団の⽣徒全員を対象にした悉
皆調査あるいは、個⼈あるいは学校単位での標本調査が⾏われる2。2 つ⽬は、テストの問題
は、教科指導の専⾨家や⼼理測定学の専⾨家などの知⾒を動員し、⽣徒の学⼒をなるべく客
観的かつ、異なる調査年や集団の間でも⽐較可能なように「測定」しているということであ
る。この点については、2.1.3 で詳述する。 
  

                                                
 
 
 
2 「悉皆調査」は、全ての対象者の情報を⼊⼿でき、誤差のない正確な情報が⼿に⼊ると
いう利点があるが、⼀⽅で実施のために多くの費⽤と⼿間がかかるという⽋点がある。⼀
⽅、「標本調査」では、対象となる⺟集団のうち⼀部の対象者について調査し、その結果か
ら全体の傾向を推定する。この⽅法は⼿間や費⽤を抑えることができる利点がある反⾯、
標本誤差が⽣じる可能性があるため、抽出する標本を偏りなく選ぶように注意しなければ
ならない。ここで、偏りのない標本とは、統計的に⺟集団と性質が同じであると仮定でき
る⼀定数の標本を抽出することを指す（これを統計的サンプリングと呼ぶ）。学⼒テストの
実施時には、「層化多段階抽出法」が⽤いられることが多い。層化多段階抽出法とは、⺟集
団から無作為に標本を抽出するのではなく、あらかじめ設定された層（＝グループ）か
ら、段階的に無作為抽出を⾏う⼿法である。例えば、まず全国の⾃治体の中から市町村
を、さらにその中から学校を、さらにその中から⽣徒を無作為抽出するというのが層化多
段階抽出法である。 
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 教育政策の評価のために求められる情報 

 次にこうした学⼒テストの情報を⽤いて、どのような分析を⾏うことができるのかについ
て述べる。学⼒の決定要因は多岐にわたる。⽣徒本⼈の学習時間や学習意欲などはもちろん
重要だが、それのみならず⽣徒やその保護者の社会経済的地位、教員の質、クラスメイトの
属性、学校の設備や授業のカリキュラム、学校がある地域の環境などが学⼒に影響を与えて
いると⾒られる（Hanushek, 1989; Hanushek, 1997）。こうした状況を分析する際、経済学
で標準的に⽤いられるモデルが「教育⽣産関数」（Education Production Function）である。
これは、企業の投⼊物（資本、労働、技術など）と⽣産の関係をあらわしたもので、教育⽣
産関数はこの⽣産関数の考え⽅を教育に応⽤したものである。つまり、学⼒を教育成果とし
て教育への投⼊要素との関係を⾒たもので、この裏側には、⽣徒の学⼒を最⼤化させる投⼊
要素の組み合わせとはどのようなものかを明らかにし、教育における最適な資源配分を達成
しようという意図がある3。古くは、1960 年代に⽶国政府の主導で⾏われた「コールマンレ
ポート」（Coleman et al 1966）に始まり、今⽇に⾄るまで教育⽣産関数を⽤いた研究は滂沱
の数に上る。 
 ⼀般的に、教育⽣産関数は次のように定義される。 

𝐴"# = 𝑓(𝑋"(#)	𝑆𝐸𝑆" # 、	𝑇𝑄"(#)、	𝑃"(#)、	𝑆"(#)、	𝐼") 
Ａは教育成果である学⼒である。右辺は全て投⼊要素をあらわしており、下表のように整理
できる。添え字の i は個⼈を、t は時間をあらわす。 
  

                                                
 
 
 
3 過去、⽶国の公⽴⼩・中学校のデータを⽤いて、教育⽣産関数を⽤いて学校資源の効果
について実証的な研究を⾏った研究を「開票法」（Vote Counting）によってまとめた
Hanushek (1989; 1997)の研究では、学校資源（＝政府や州の学校への⽀出）は⽣徒の学⼒
に殆ど影響を持たないことが⽰され、⼤きな議論を呼び、⼀連の論争を「学校への⽀出は
問題か」(“Money matters debate”)論争と呼ぶこともある（Hedges et al; 1994; Hanushek, 
1994 など）。しかし、この後 Hanushek（1989; 1997）の⽤いた分析⼿法に対して、統計的
な観点から様々な批判的検討がなされ（Greenwald et al, 1996; Heckman & Krueger, 2004
など）、最近の研究では、学校資源は学⼒に影響するということが⽰されている。しかし、
Pritchett & Filmer (1998)が指摘するように、どのような学校資源であっても、必ず学⼒に
影響するというものではなく、学校での資源配分が⾮効率に⾏われていれば、学校資源が
学⼒に影響しないのはいうまでもない。このため、教育⽣産関数の推計を通じて、「どの学
校資源が学⼒に影響しているのか」を把握することは、⽣徒の学⼒を最⼤化するような学
校資源の配分を達成するという観点から極めて重要なのである。 
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表 1：教育⽣産関数における代表的な投⼊要素 

X（⽣徒本⼈の属性） 性別、学年、国籍、家庭での学習時間、学習意欲や勤勉さなど 
SES（社会経済的地位） 保護者の収⼊、学歴、⽂化資本、社会関係資本、教育熱⼼さなど 
TQ（教員の質） 教員の学歴、経験年数、⾮認知能⼒、指導法など 
P（ピア効果） クラスメイトや親しい友⼈の学⼒、属性、⾏動や習慣など 
S（学校資源） 学校の設備やカリキュラム、⽣徒対教員⽐率など 
I （⽣まれつきの能⼒） 時間を通じて変化しない個⼈の特性（遺伝的な要因など） 

このため、教育⽣産関数の推計のためには、教育成果である学⼒テストの結果のみならず、
投⼊要素の情報も全て必要となる。別⾔すれば、学⼒テストの結果のみでは、「何が学⼒の
決定要因となっているのか」ということを明らかにすることができず、教育政策の評価や学
校資源の配分にとって有益な議論を展開することはできない。このため、上記の⽣産関数で
投⼊に該当するような情報は学⼒テストと同時に質問紙調査を⾏うなどして取得しておく
必要がある。 
 とはいえ⽇本では、Oshio & Senoh (2007)がして指摘するように、学⼒データの研究⽬的
での使⽤に制約があったことを主因として、教育⽣産関数の推定は最近になるまでほとんど
⾏われてこなかった。北條（2011）は後述する TIMSS のデータを⽤いて、教育⽣産関数を
推定し、⽣徒個⼈の要因（Ｘ）や保護者の社会経済的地位（SES）などは学⼒の規定要因と
なっているものの、教員の質（TQ）や学校資源（S）などはほとんど影響を与えていないこ
とを明らかにしている。学⼒の決定要因として、⽣徒個⼈や保護者の社会経済的地位の影響
が⼤きいことは、⽇本の研究だけで⽰されているわけではなく、欧⽶の先⾏研究でも同様の
ことが⽰されている。当然これは重要な知⾒だが、学校教育や政策によって変えられない⽣
徒個⼈や保護者の社会経済的地位の影響を取り除いた上で、学⼒に影響を与える要因を明ら
かにすることが重要である。例えば、前出の北條（2011）は、習熟度別学級と学⼒の間に正
の相関関係があることを明らかにしている。 
 特にこのときに注意すべきは、保護者の社会経済的地位に関する情報である。⽣徒に対し
て⾏う質問紙調査で、保護者の社会経済的地位について詳細な質問を⾏ったとしても、保護
者の状況についてよく承知していなかったり、記憶違いがあったりして、測定誤差が⽣じる
可能性が⾼い。とはいえ、⼦供の教育成果に保護者の社会経済的地位が影響しているという
ことは、⼀般に広く認知されるに⾄っていないため、政府や⾃治体が保護者に対して、⼦供
の調査に付随して、親の収⼊や学歴を尋ねる調査を⾏うことは極めてハードルが⾼いという
現実がある。実際、過去の調査を⾒ても、⼦供の学⼒調査に付随して、保護者に対する調査
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が⾏われたことは極めて稀である4。このため、保護者の社会経済的地位の代理変数として、
家庭における⽂化資本をあらわす情報として「家庭における蔵書の数」などを尋ねている調
査もある5。いずれにせよ、教育⽣産関数の重要な投⼊物である保護者の社会経済的地位に
ついての充実した情報は、保護者の社会経済的地位と学⼒の関係を明らかにするということ
以上に、保護者の社会経済的地位の影響を制御した上で、教員の質や学校資源が学⼒に与え
る効果を正確に推定するために必要なのである。 
 教育⽣産関数の推定にあたっては、重回帰分析の⽅法を⽤いるのが⼀般的だが、このとき、
学⼒に影響を与えるような投⼊要素は、全て変数化されて推計に⽤いられていなければなら
ない。もし、学⼒に影響を与えると考えられるにも関わらず、推計に⽤いられていない投⼊
要素がある場合は、「脱落変数バイアス」（Omitted Variable Bias）を⽣じさせ、学⼒の決定
要因を偏りなく明らかにすることはできない。このため、もしも質問紙の中に保護者の社会
階層をあらわす変数やその代理変数が含まれていない場合は、教育⽣産関数を推計したとし
ても信頼性の⾼い分析結果はそもそも得られないということになる。⾏政判断にエビデンス
を活かしていくためには、信頼性の⾼いエビデンスが蓄積されることが重要であり、そのた
めには、保護者の情報が必要である点について、国や⾃治体関係者および、調査対象となる
保護者に対しても⼀層の理解を求めていく必要がある6。この点については、2.1.5 でも改め
て論じる。 
 またもう 1 つ重要なのが、調査票の有効回収率（＝調査票の回収数／調査対象者数）であ
る。⾃治体が現状把握のために実施した質問紙調査などでは、⽣徒や保護者の⾃主的な回答

                                                
 
 
 
4 保護者の社会経済的地位が⼦どもの学⼒に与える影響について、わが国で⾏われたもっ
とも⼤規模な調査は、平成 25 年度に「全国学⼒・学習状況調査（きめ細かい調査）」の中
で、本体調査に加えて⾏われた「保護者に対する調査」である。これは「全国学⼒・学習
状況調査」の対象となっている公⽴学校の中から⼩学校 430 校、中学校 414 校を対象に⾏
われた調査であり、質問紙の有効回収率は⼩・中ともに 85％であった。この調査の分析で
も、家庭の社会経済的地位と学⼒には相関関係があることが⽰されている（国⽴⼤学法⼈
お茶の⽔⼤学, 2014）。 
5 例えば、Woessmann (2008)は TIMSS のデータを⽤いて、Ammermueller (2005)は PISA
のデータを⽤いて、「家庭における本の数」と保護者の社会経済的地位をあらわす様々な変
数と強い相関があることを明らかにしているほか、Kawaguchi (2016)は⽇本の PISA のデ
ータを⽤いて同様のことを明らかにしている。 
6 こうした調査では、回答者の⽒名や住所などの個⼈情報は全て削除し、個⼈を識別する
ID が割り当てられて分析が⾏われるなど、個⼈が特定されることがないよう、最⼤限の注
意が払われる。 



 10 

を求めたものがほとんどであることから、回収率が⾮常に低くなっているケースも散⾒され
る。回収率が低くなってしまった場合は、統計的に⺟集団と性質が同じであるとは仮定でき
ず、「外的妥当性」（＝分析の結果が、この調査票に回答した⼈たち以外には当てはまらず、
⼀般化できない）が低いと判断され、政策判断に⽤いるには不⼗分である。これ以外にも、
特定の調査項⽬に回答拒否や無回答などが発⽣している場合は、⽋測データとして扱われる
が、この⽋測データをどのように扱うかも慎重に判断する必要がある7。 
 

 学⼒の「測定」を⾏う技術の発展 
 2.1 で、国や⾃治体が実施する学⼒テストの特徴として、学⼒を「測定」している点に触
れた。近年、その「測定」の⽅法は、技術的に⾶躍的な発展を遂げている。その 1 つとして、
「項⽬反応理論」 (Item Response Theory, 以下 IRT)がある（詳細は、Embretson & Reise, 
2000）。これはこれまでに利⽤されていた「古典的テスト理論」(Classical Test Theory: 以
下 CTT)の⽋点を克服した新しいテスト理論として、TOEFL など⼊試や選抜などの重要な
意思決定にかかわる(いわゆるハイステークスな)テストに利⽤されている。⽇本においても、
多くの書籍が刊⾏され(e.g., 村⽊, 2011; 加藤・⼭⽥・川端, 2014)、国内の公的な統⼀試験
としても情報処理技術者試験や医療系⼤学間共⽤試験などその利⽤は年々広がってきてい
る。 
 IRT モデルが提案されるまでに⼀般的に利⽤されていた CTT ではテスト項⽬得点の和や
正答数を測定の対象となる真値（能⼒値や特性値）と測定誤差の和によって表現しており、
各項⽬は同じ重みで考えている。具体的には素点(𝑥)と真値(𝑡)と測定誤差(𝑒)の 3 項を⽤い
て、 

 𝑥 = 𝑡 + 𝑒 (1)  

と表現し、誤差𝑒は真値𝑡や素点𝑥とは無相関であると仮定する。CTT では真値の代理変数と
して素点を利⽤するという点では⽇常的に⾏われているテスト得点の利⽤と何ら変わらな
い。但し CTT ではその前段階として、例えば素点の分散に占める真値の分散を表す信頼性
係数の評価を⾏い、信頼性が低い場合には利⽤する項⽬を変える、などというように素点を
代理変数として利⽤することの正当性を担保するための様々な⽅法論が開発されている。 
CTT の問題点は⼤きく 3 点あげることができる。まず(１)項⽬によって難易度や特性値・
能⼒に対する識別能⼒に差があるということを無視してきた。また(２)特性・能⼒の真値と

                                                
 
 
 
7 ⽋測データの取り扱いについては、星野・岡⽥（2016）を参照。 
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項⽬の難易度や識別能⼒を分離できないために、たとえば得点が低いという場合に受験者の
能⼒特性値が低いのか、テストの難易度が⾼い（または極端な項⽬である）のかがわからな
い。その結果、(３)別の受験者・回答者集団間での特性値・能⼒値の⽐較ができない。 
 学校現場や受験産業ではしばしば素点を標準化したり偏差値に変換したりすることで集
団間の⽐較を⾏われることがあるが、テストの難易度と集団間の能⼒分布の差が分離できな
いという点で CTT と問題点を共有している。 
 これに対して、IRT では「被験者の特性値・能⼒⺟数」と、（困難度や識別⼒といった）
「項⽬の特性に関連する⺟数（項⽬⺟数）」が別個に定義されている。これにより、項⽬ご
との難易度や識別能⼒の違いが明確化でき、また被験者の特性値・能⼒⺟数と項⽬に関連す
る⺟数を別々に推定することが可能になる。 
 以下、具体的に正答／誤答型の 2 値の項⽬反応に対する IRT モデルである 3 パラメータ
ロジスティックモデルを説明する。ある個⼈𝑖の項⽬𝑗に正答する確率Pr(𝑥"8 = 1)を、⾼けれ
ば⾼いほど項⽬への正答確率が上昇する個⼈の能⼒値を表すパラメータ𝜃"と項⽬を表すパ
ラメータ𝑎8、𝑏8、𝑐8によって 

 Pr x?@ = 1 𝜃", 𝑎8, 𝑏8, 𝑐8) = 𝑐8 + (1 − 𝑐8)×
1

1 + exp	(−𝑎8 𝜃" − 𝑏8 )
 (2)  

と表す。𝑎8は識別⼒パラメータとよばれ、ある特定の能⼒値前後の能⼒を区別できる度合い
の強さをあらわす。𝑏8は困難度を表すパラメータで項⽬の難しさを反映している。𝑐8は当て
推量パラメータと呼ばれ、多肢選択式のテストなどでのあて勘による正答確率を表すことに
利⽤される。埼⽟県のデータ解析では𝑐8 = 0とし、𝑎8を項⽬間で⼀定と仮定した最も単純な
1 パラメータロジスティックモデルが利⽤されている。 
 IRT を採⽤することの⼤きなメリットとして、特定の項⽬を共通にする（共通項⽬デザイ
ン）あるいは受験者・回答者の⼀部を共通にする（共通被験者デザイン）ことで、異なる時
点で⾏われたテスト間の⽐較、複数の受験者・回答者集団間や異なる年齢間での特性値・能
⼒値の⽐較といったことが可能になる。これをテストの等化という。 
 等化とは、複数のテストの⽬盛りを合わせ相互の結果を⽐較可能にする操作である。これ
により、TOEFL などでは(難易度や受験者集団の)異なる試験機会ごとの結果を⽐較可能に
することが可能になる。しかし、IRT モデルの利⽤には⼗分な準備や仮定が必要となる。ま
ず、IRT を利⽤するためには、測定している能⼒が 1 次元である必要があり、つまりテスト
が 1 つの能⼒のみを反映していることが望まれるのである。また、等化など IRT の利点を
利⽤するためには問題項⽬は基本的には秘匿されていなければならない。項⽬の難易度など
がテストの項⽬を公開してしまうことによって変わってしまうことを防ぐことが必要だか
らである。また、IRT モデルのパラメータの推定にはそれなりに⼤きなサンプルサイズが必
要である。このように、IRT モデルの利⽤にはいくつかの制限があることも留意する必要が
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あろう。 
 

 パネルデータとクロスセクションデータ 
 いずれにせよ、こうした学⼒テストの意義は、単年度の結果のみに注⽬せず、継続して⻑
期的な傾向を把握することにある。このときに、ある特定の学年を対象に、年度を越えて把
握するような調査を「クロスセクションデータ」と呼ぶ。⼀⽅、同⼀対象の成⻑を追いかけ
て調査するものを「パネルデータ」または「追跡調査」などと呼ぶ。近年は、後者のパネル
データの有⽤性が強調されることが多い8。「教育の効果はすぐは現れない」という実感は、
教育の需要者側、供給者側双⽅にあろうが、クロスセクションデータではそのような「時間
を通じた変化」を推し量ることができない。もし仮に、教育政策の効果が短期的には観察で
きなかったとしても、⻑期的には観察できるような性質をもつのであれば、この「時間を通
じた変化」というのは、教育政策の評価を⾏う上で極めて重要な情報だと考えられる。 
 また、やや専⾨的な⽤語を使えば、教育に影響を与えると考えられる時間を通じて不変の
「観察不可能な異質性」（Unobserved Heterogeneity）を制御することができる点も重要で
ある。例えば、教育⽣産関数の重要な投⼊要素の１つである I（時間を通じて変化しない個
⼈の特性）はたとえ、質問紙調査を⾏ったとしても、適切に数値化することは難しい。これ
以外にも、保護者の教育熱⼼さのように、研究者からみると観察することができないものの、
教育成果に⼤きな影響を与えると考えられる投⼊要素もある。しかし、パネルデータを⽤い
れば、こうした観察不可能な異質性の影響を制御して、教育⽣産関数を推計することが可能
になる。 
 パネルデータは、同⼀個⼈を追跡したものだけとは限らない。学校や⾃治体を単位として、
経年で調査を⾏えばそれもまたパネルデータであると考えられる。しかし、個⼈を学校や⾃
治体を単位としたデータを分析する際には、「集計」がもたらすバイアスにも注意が必要だ。
俗に⾔う「エコロジカル・ファラシー」（Ecological Fallacy）の問題である。特に、Hanushek 
et al (1996)は、個⼈を単位として推計した教育⽣産関数と、学校や⾃治体を単位として推計
した教育⽣産関数では結果が異なる場合があり、学校や⾃治体を単位とした教育⽣産関数は、
学校資源が学⼒に与える効果を過⼤に推定している可能性があることを指摘している。この
ため、⼤規模かつ⻑期の追跡調査には費⽤がかかることが多いが、できる限り個⼈の単位で
                                                
 
 
 
8 詳細は、北村（2006）、北村（2013）を参照。北村（2013）は、最近の⽶国の⼀流雑誌
に掲載された労働経済学分野の論⽂を概観し、使⽤されたデータがクロスセクションデー
タである論⽂は概ね横ばいである⼀⽅、パネルデータである論⽂が急速に増加しているこ
となどを例に挙げている。 
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分析することが望ましい。 
 しかし、パネルデータの実施には困難が伴う。同⼀個⼈を追跡する途中で、引越しや病気
などによって、同⼀個⼈から回答を得られなくなることも多い（このように個⼈の回答を得
られなくなることによってサンプルが調査から脱落してしまうと、パネルデータは「不完備
になる」という）。 
 現在、⽇本で政府が実施している未成年の⼦供を対象にしたパネルデータの中でもっとも
歴史が⻑いのは、厚⽣労働省の「21 世紀出⽣児縦断調査」であるが、この調査の場合 2001
年に開始され、現在も同⼀個⼈を継続して追跡が⾏われている。この調査は 2001 年には
47,015 ⼈から回答を得ていたが、直近の 2015 年には 29,506 ⼈からしか得られておらず、
14 年が経過してなお 2001 年回答者の 63％を捕捉することができている。これは政府が実
施しているからこその追跡率の⾼さでもあり、これと同様のことを研究機関が独⾃予算で実
施すると同調査と同程度の捕捉率を維持することは極めて困難であると考えられる。この意
味において、⼤規模かつ⻑期の追跡調査は、インフラとして政府が⼿がけるべき事業である
といえよう。 
 前に、IRT では、複数時点のテストの等化を⾏うことを説明したが、この等化（これを垂
直等化と呼ぶ）を⾏うことによって、個⼈の能⼒の経年⽐較も⾏うことができる。これによ
って、個⼈の能⼒の「時間を通じた変化」を観察することができ、さらに IRT モデルを⽤
いて能⼒値を 1 次元上の尺度にすることにより、その変化分にどのような要因が寄与する
のかを検証することが出来る。つまり教育⽣産関数における投⼊が、学⼒にどのような効果
があったかという検証が可能になるのである。実は、学⼒をパネルデータとするためには、
能⼒の経年⽐較が正確にできているということが保障されていなければならず、IRT はパ
ネルデータとして設計された調査の中で⽤いられることによってその有⽤性を発揮する。 
 

 ⽇本で⾏われてきた学⼒テスト 
 ただし、⽇本では、IRT のような測定の新しい技術が取り⼊れられ、政府や⾃治体主導で
⾏われた⼤規模な学⼒テストというのはこれまで⾏われてこなかった。本稿の後半で紹介を
する「埼⽟県学⼒・学習状況調査」はこの IRT を⽤いて、埼⽟県下（ただし、さいたま市を
除く）全ての公⽴⼩・中学校で⾏われた⼤規模な学⼒テストである。この学⼒テストについ
て紹介する前に、これまで⽇本で⾏われてきた学⼒テストの中で代表的なものとして、①「全
国学⼒・学習状況調査」（⽂部科学省・国⽴教育政策研究所）や各⾃治体が独⾃に実施して
いる学⼒テスト、②PISA や TIMSS などのような国際機関が実施している国際⽐較可能な
学⼒調査、③慶應義塾⼤学パネルデータ設計・解析センターによる「⽇本⼦どもパネル調査」
を紹介したい。 
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 「全国学⼒・学習状況調査」および⾃治体が独⾃に実施する学⼒テスト 
 2007 年以降、⽂部科学省が実施している⽇本全国の⼩・中学校の最⾼学年（⼩学 6 年⽣、
中学 3 年⽣）対象として⾏われている調査テストは「全国学⼒・学習状況調査」と呼ばれて
いる。算数・数学と国語の 2 科⽬で、それぞれ知識⼒を問う問題(A)と知識活⽤⼒を問う問
題(B)の 2 種類に分かれている。また、学⼒テストだけでなく、児童・⽣徒の学習・⽣活環
境の質問紙調査も同時に⾏われている。この学⼒テストは、悉皆調査で⾏われた年と標本調
査で⾏われた年が混在するクロスセクションデータである。また、この学⼒テストは、「古
典的テスト理論」に基づいて設計されており、テストの正答率がそのまま分析に⽤いられて
いる。⽂部科学省は「平成 23 年度以降の全国的な学⼒調査の在り⽅に関する検討のまとめ」
を公表し、悉皆調査で⾏うことや、調査結果については都道府県単位での集計データの公表
に留める⼀⽅、個⼈成績や学校ごとの成績公表を⾏うか否かは市区町村教育委員会に委ねる
という⽅針を定めている。この全国学⼒・学習状況調査の個票データに関しては、その実施
の費⽤にかかる⾦額の⼤きさに鑑み（悉皆の場合約 60 億円／年、標本の場合 30 億円／年）、
政府の内部のみで分析するのにとどまらず、研究者に研究⽬的での利⽤を求める声があり、
2016 年 9 ⽉には⽂部科学省から「全国学⼒・学習状況調査個票データの貸与の在り⽅につ
いて（案）」が出され、2017 年以降、研究者に研究⽬的で個票データの貸与が⾏われる⽅向
で議論が進んでいる。 
 こうした国レベルでの学⼒テストに加えて、全国の都道府県教育委員会、指定都市教育委
員会数のうち約７割が独⾃の学⼒テストを実施している。その⽬的は、「児童・⽣徒⼀⼈⼀
⼈の学習状況の改善に役⽴てるとともに、各学校における授業改善及び区市町村における学
⼒向上のための施策の充実に役⽴てる」（東京都、2016）などとされており、⾃治体の政策
評価や教員の指導改善に活⽤している。⽂部科学省の「全国学⼒・学習状況調査」が独⾃に
問題を開発しているのに対し、予算や技術的な制約もあり、⾃治体は独⾃問題を開発してい
るのではなく、⼤⼿事業者が販売している学⼒テストを購⼊し、実施しているところがほと
んどと⾒られる。こうした市販の学⼒テストは、タイムリーに結果を分析し、政策や指導に
活かすことができるというメリットはあるものの、他の⾃治体との⽐較や経年変化を正確に
把握するのは難しい。また、学⼒テストに付随して、⼗分な質問紙調査を実施していないケ
ースも散⾒されたり、⾏政担当者が⼤規模な個票データの分析に必要なスキルを⾝に付けて
いないなどの理由から、学⼒の決定要因についての妥当な分析が⾏われているケースはほと
んど⾒られない。 

 国際的に⽐較可能な学⼒テスト (PISA／TIMSS) 
 国レベルでの教育⽔準等を調査・⽐較するためのテストの例として、経済協⼒開発機構
(OECD)による「国際的な⽣徒の学習到達度調査」 (Programme for International Student 
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Assessment, 以下 PISA)9と国際教育到達度評価学会（IEA）による「国際数学・理科教育動
向調査」（Trends in International Mathematics and Science Study, 以下 TIMSS）10がある。
これらの調査は、ともに（層化抽出法によって）抽出された標本調査のクロスセクションデ
ータで、PISA で約 6,600 ⼈、TIMSS で約 9,100 ⼈（⼩ 4：4400 ⼈、中 2：4700 ⼈）の⽣
徒が対象となっている。PISA は、科学、読解、数学的リテラシーの 3 科⽬で、OECD 加盟
国・⾮加盟国を含めて直近の 2015 年には 72 カ国が参加している。義務教育の終了段階に
ある 15 歳の⽣徒を対象にしており、2000 年以降 3 年ごとに⾏われている。⽣徒質問紙、 
教師質問紙、学校質問紙によるアンケートも付随して実施されている。TIMSS は、算数・
数学と理科という理数系科⽬で、⼩学校 4 年⽣と、中学校 2 年⽣を対象にしており、1995
年以降 4 年毎に⾏われている。⽣徒質問紙、学校質問紙も実施されている。TIMSS は、前
回調査の⼩学 4 年⽣が 4 年後、中学 2 年⽣時になるという設計になっており、集団のレベ
ルでは、「時間を通じた変化」を観察することができるようになっている。ただし、⼩学 4
年⽣時に調査を受ける児童と中学 2 年⽣時に調査を受ける対象は別であり、同⼀個⼈につ
いてその変化を知ることができるわけではない点には留意が必要である。PISA と TIMSS
は、学⼒の測定にあたって、ベイズ統計の枠組みを⽤いた「推算値」（Plausible Values, PV）
と呼ばれる統計量を求め、集団の能⼒分布の分散を正確に推定することを試みている11。そ
して、PISA や TIMSS の個票データは、研究者に限らず誰でもアクセスが可能で、OECD
や IEA のウェブサイトでダウンロードすることができる。 

 ⽇本⼦どもパネル調査 
 政府や⾃治体、あるいは国際機関などの公的機関ではなく、⼤学が実施している学⼒テス
トが、慶應義塾⼤学パネルデータ設計・解析センターが実施している「⽇本⼦どもパネル調
査」(Japan Child Panel Survey, 以下 JCPS)である。海外では、ミシガン⼤学に設置された
Institute of Social Research (ISR)が、Panel Study of Income Dynamics (PSID)を実施するな
ど、⼤学がパネルデータの収集と公開に⼤きな役割を担っている。学⼒の測定に先駆的な⽅
法が⽤いられていたり、分析を念頭において質問紙が設計されていたりすると、政策評価と
しても、研究としても精度の⾼いものになりやすい。⽇本でも慶應義塾⼤学パネルデータ設
計・解析センター以外に、東京⼤学社会科学研究所付属社会調査・データアーカイブ研究セ
                                                
 
 
 
9 第 1 回調査は 2000 年、以後 3 年毎に調査している。最新の調査は 2015 年に⾏われた。 
10 第 1 回調査は 1995 年、以後 4 年毎に調査している。最新の調査は 2015 年に⾏われた。 
11 Plausible Value は測定誤差の影響を軽減し，集団としての能⼒分布を正確に推定するた
めに利⽤される。PV も IRT の枠組みの技術である。詳細は，von Davier, Gonzalez , & 
Mislevy (2009)。 
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ンターや公益財団法⼈・家計経済研究所など複数の⼤学・研究機関が、⼤学や企業のリソー
スを活⽤して、パネルデータの収集にあたっているが、アメリカのように政府や⾃治体と⼤
学が共同して、データの収集や公開などを⾏っている例は⾒られていない。 
 JCPS は全国から（層化抽出法によって）抽出された標本調査のパネルデータで、⼩学 1
年⽣から中学 3 年⽣までの約 1,000 ⼈の児童・⽣徒を対象にしている(詳細は⾚林・直井・
敷島、 2016 を参照)。2010 年に開始になって以降、この調査の特徴として、学⼒テストに
加えて、⼦供を対象とした質問紙調査、保護者を対象とした質問紙調査も⾏われており、わ
が国で⾏われている学⼒テストの追跡調査としては画期的な設計となっている。⼀⽅で、利
⽤可能な調査の中で有効回収率をみてみると、概ね 50〜55％程度となっており、政府が実
施している「21 世紀出⽣児縦断調査」などのパネルデータに⽐べると低くなっている（同
調査の回収率は過去 14 年間、平均して 90％前後で推移している）。⼀⽅、このパネルデー
タは、⾮営利・学術⽬的での利⽤に限り研究者に無償でデータの提供を⾏っている。 
次章では、こうした学⼒テストの動向を踏まえ、埼⽟県で 2015 年度から新たに実施されて
いる「埼⽟県学⼒・学習状況調査」について詳細を述べる（埼⽟県学⼒・学習状況調査と代
表的な学⼒テストの⽐較は表 2 を参照）。 
 

表 2：過去にわが国で実施された代表的な学⼒テスト 

 全国学調 PISA／TIMSS JCPS 埼⽟県学調 
測定の⽅法 CTT IRT CTT IRT 
調査⽅法 悉皆 抽出 抽出 悉皆 
対象学年 ⼩ 6、中 3 PISA: 15 歳 

TIMSS：⼩ 4、中
2 

⼩１〜中３ ⼩ 4〜中 3 

対象者数 約 224 万⼈ PISA：6,600 ⼈ 
TIMSS：9,100 ⼈ 

約 1,000 ⼈ 約 30 万⼈ 

データ ク ロ ス セ ク シ ョ
ン 

ク ロ ス セ ク シ ョ
ン 

パネル パネル 

公開 ⾮公開 公開 研究者に公開 研究者に公開 
（注）対象者数は全て直近の調査。 
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2.2. 埼⽟県学⼒・学習状況調査の概要 

 埼⽟県学⼒・学習状況調査の対象と実施⽅法 
 
 埼⽟県では、2015 年度に本研究では 2015 年および 2016 年に、埼⽟県下（ただし、さい
たま市を除く）の全ての公⽴⼩・中学校の⼩学４年⽣から中学３年⽣の⽣徒に対して、埼⽟
県教育委員会が実施した「埼⽟県学⼒・学習状況調査」（以下、「埼⽟県学調」と記述）を実
施している。 

表 3：埼⽟県学調の参加⾃治体・学校数 

 ⾃治体数 ⼩学校数 ⽣徒数 中学校数 ⽣徒数 
2015 年度 62 708 150,310 360 148,013 
2016 年度 62 708 149,227 356 146,323 

（出所）埼⽟県 (2016) 
 埼⽟県学調では、国語、算数・数学、英語といった 3 教科学⼒テストの他に、児童の⾮認
知能⼒、学習への意欲や態度、家庭での学習状況、保護者の社会経済的地位などを尋ねた質
問紙調査が、新年度が始まる 4 ⽉初旬に各学校で教職員の監督の下、⼀⻫に⾏われた。ま
た、学校や市町村教育委員会での施策を尋ねた質問紙調査（オンラインで回答）が⾏われて
いる。このため、後述するように、テストが実施された当⽇の⽋席者（2016 年調査で平均
2〜3％）を除いては全員が参加している。 
 この調査は、2015 年度に開始してからまだ 2 年しか経過しないものの、悉皆調査のパネ
ルデータであり、⽣徒 1 ⼈ 1 ⼈の学⼒が IRT を⽤いて推定されている。このため、古典的
なテスト理論に基づく素点⽅式や偏差値⽅式などとは異なり、調査時点や学年によらずに⽣
徒の学⼒を⽐較することができる。推定された学⼒は-5.8 から 5.8 の値を取り、⽣徒の学年
があがるにつれて上昇していく傾向が⾒て取れる（図 1）。また、この調査の分析は、研究
者に対して研究公募を⾏い、研究のためのデータ使⽤が認められている（なお、本稿の執筆
者は全員この公募研究を受託した研究者である）。⾃治体が収集したデータを適切に研究者
向けに開⽰し、信頼性の⾼い研究を⾏うことで、実際の教育政策や精度設計に役⽴てるよう
にすることこそ、「エビデンスに基づく教育政策」への第⼀歩に他ならない。 
 

 学⼒の推計値の特徴 
 まずは、埼⽟県学⼒・学習状況調査の最⼤の特徴である、IRT に基づく学⼒の推計値につ
いて⾒ていこう（図 1）。本調査で計測している学⼒の⽔準と変化をみてみると、学年とと
もに学⼒の⽔準は上昇しており、これは科⽬によらず同じ傾向が⾒て取れる。⼀⽅で、学⼒
の変化を⾒てみると、⼩ 5 から中 2 にかけて変化幅が⼩さくなっていき、中２の国語では
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変化幅がほとんどゼロに近くなっている。⼀⽅、中 3 になると、再び変化幅が⼤きくプラス
に転じるが、これは⾼校受験のために学習量を⼤幅に増やすためであると考えられる。ただ、
こうした学⼒の変化は、学校の中での学習の質・量のみならず、学習塾での学習時間に⼤き
く影響を受けている（調査票からの推計では、中 2 の学習塾での平均学習時間／週：3.14 時
間→中 3 同：4.23 時間／週）。標準偏差も中 2 までは縮⼩していくが、中 3 になって再び拡
⼤している。 

図 1：各学年の学⼒の変化 

 
 次に、ランダム切⽚モデルのヌルモデル（説明変数を持たない切⽚のみのモデル）を⽤い
て、級内相関（Interclass Correlation Coefficient: 以下 ICC)を推定することで、全体の分散
に占める学校の分散が占める割合をみてみる。ICC が⾼ければ⾼いほど、学校要因が学⼒に
与える影響が⼤きいと解釈できるが、国語の学⼒を被説明変数としたヌルモデルでは、ICC
は 3.1〜4.1％で、算数・数学でも 3.1〜4.3％に過ぎない。このため、個⼈の学⼒分散のほと
んどが、⽣徒個⼈の属性（教育⽣産関数の X, SES, I などである）によって説明されること
になり、⽇本の学校教育の均質性を窺わせる。この点では、マルチレベルモデリングを⽤い
て、教育⽣産関数を推定した過去の研究が⽰す結果とも整合的である（⼭⽥, 2009 など）。 
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表 4：学⼒の⽔準（2016 年度） 
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表 5：学⼒の変化（2015→2016） 
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 次に、性別による差をみてみる(図 2)1213。総じて⾒れば科⽬によらず、⼥⼦の学⼒が⾼く、
                                                
 
 
 
12 ここでは性別として男⼥とは別に、無回答•無記⼊の⽣徒という区別を設け（性別の無回
答・無記⼊は全体の約 0.5％）、グラフでは男⼦と⼥⼦の⽐較を⾏っている。 
13 図 2 には男⼦を表す棒グラフと⼥⼦を表す棒グラフの間に「***」というマークを記載
している。これは統計的に有意であることを表す記号である。本図の場合、男⼦と⼥⼦の
間で成績の差が統計的に有意であることを表している。「**」「*」というマークも今後使⽤
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その差は統計的に有意である。PISA や TIMSS、全国学⼒・学習状況調査のデータを⽤いた
過去の研究では、読解⼒は⼥⼦のほうが⾼く、理数系科⽬は男⼦のほうが⾼いもの統計的な
有意差は観察されないことが報告されているが（国⽴教育政策研究所編, 2008; 妹尾・北條, 
2016）、埼⽟県のデータでは、国語、算数・数学ともに⼥⼦のほうが⾼い。数学については
中学 1〜2 年で男⼦のほうが⾼くなっているが、この差は統計的に有意ではなく、中 3 にな
ると再び⼥⼦が逆転して、⼥⼦のほうが⾼くなる。 

図 2：学⼒の男⼥差（上が国語、下が算数・数学、2016 年度） 

 

 
 しかし、⽂部科学省の「学校基本調査」（2016 年度）によると、埼⽟県の 4 年制⼤学への

                                                
 
 
 
するが、「***」に⽐較して統計的には有意ではないことを表現している。 
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進学率は、男⼦が 55.4%であるのに対して⼥⼦が 48.8％にとどまっている上、理数系学部
への進学者は男⼦に⽐べて極端に少ない。学⼒的に決して劣るわけではないにもかかわらず、
⼥⼦の⼤学進学や理数系学部への進学に消極的なことを考えれば、⼥⼦の進学や進路選択に
は、学⼒以外の要因が影響している可能性があり、これについては今後さらなる研究が必要
とされる。 
 

 不完備なパネルデータ  
 このデータを⾒る上で注意すべきことは、パネルデータが不完備になっていることである。
2015 年度調査には参加しているが、2016 年度調査から脱落している⽣徒は、表 6 で⽰さ
れたとおり、各学年だいたい約 2〜3%程度存在している。これは全国学⼒・学習状況調査
における不参加者の割合と同程度であり、病⽋や保護者の転勤などに伴って埼⽟県外の学校
に転校した可能性が考えられる14。⼀⽅、⼩６においてはこの割合は⼤きく増⼤し、約 8％
にのぼる。表 6 でも明らかなとおり、この 8％の学⼒は極めて⾼く、私⽴中学へ進学した⽣
徒たちである可能性画⾼い15。他の学年と同程度の⽣徒が病⽋や転校による不参加が存在す
ると仮定すると、それらを除く約 5〜6％が中学進学時に私⽴中学に進学することで、調査
の対象から外れているものと考えられる。 
 2016 年度の調査不参加者が、病⽋や転校など予想できない理由によりランダムに⽋測し
ている場合は、仮にパネルデータが不完備だった場合も、加重最⼩⼆乗法などを利⽤してサ
ンプルサイズに応じたウエイト付けをすれば問題は⽣じないが、ランダムに⽋測していない
場合、サンプルセレクション・バイアスが⽣じる可能性がある。 
 データをみてみると、2016 年度調査に不参加だった⽣徒の学⼒は、科⽬や学年を問わず、
それ以外の⽣徒と⽐較して統計的に有意に低い傾向があり、ランダムに⽋測しているとは⾔
えない状況である。この理由は明確ではないが、病気や不登校による⻑期⽋席や、教員や友
⼈との⼈間関係がうまく⾏かずあえて転校したという可能性もあろう。このため、本調査を
⽤いて教育⽣産関数を推定する際には、脱落サンプル問題に⼗分な配慮が必要である。 
  

                                                
 
 
 
14 2016 年度「全国学⼒・学習状況調査」のうち、埼⽟県の結果から求められる調査不参加
者の割合は本調査と概ね⼀致する。
(http://www.nier.go.jp/16chousakekkahoukoku/factsheet/16prefecture/11_saitama/index.html) 
15 私⽴中学へ進学したと⾒られる⽣徒のグループはそれ以外の⽣徒と⽐較して、IRT の学
⼒推計値が約１程度も異なっている。この調査における IRT の学⼒の推計値の 1 は、古典
的テスト理論で推計された偏差値の 10（1 標準偏差）に相当する。 
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表 6： 2016 年調査不参加者の属性 
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 質問紙調査（⾮認知能⼒、学習⽅略など） 
 埼⽟県学⼒・学習状況調査のもう 1 つの⼤きな特徴は、豊富な情報を含む質問紙調査であ
る。教育⽣産関数の主要な投⼊要素である、⽣徒本⼈の属性（Ｘ）の情報に加え、保護者の
社会経済的地位（SES）教員の質（TQ）、学校資源（S）、ピア効果（P）などの情報も含ま
れている。 
 特に 2016 年度からは、⽣徒の⾮認知能⼒を計測する質問項⽬が加わっている。近年、経
済学では、学⼒テストや IQ テストで計測できないような⾮認知能⼒が教育や労働市場にお
ける成果に与える影響が⼤きいことを明らかにする研究が相次いで発表されている
（Heckman & Rubinstein, 2001）。特に教育については、Heckman et al (2006)が、学⼒テス
トの結果には⾮認知能⼒が影響していることを⽰しており、特に Heckman et al (2010)は⾃
制⼼、忍耐⼒、⾃⼰効⼒感といった⾮認知能⼒が、教育や労働市場での成果に与える影響が
⼤きいことを指摘している。 
 このため、埼⽟県学⼒・学習状況調査では、質問紙調査の中で、「⾃制⼼」（⼩ 4・中 1）、
「⾃⼰効⼒感」（⼩ 5・中 2）、「勤勉性」（⼩ 6・中 3）を（ ）内の学年を対象にして計測し
ている。⾃制⼼とは⾃分の意思で感情や欲望をコントロールすることができること、⾃⼰効
⼒感とは⾃分⾃⾝に対する有能感や信頼感があること勤勉性とは物事を粘り強く続けてい
くことができる⼒があること、である。この質問は、⼀般に⼼理学で⼼理現象を測定する⽅
法として⽤いられる「⼼理測定尺度」といわれる⼿法で、Duckworth, et al (2007)や
Tsukayama, et al (2013)が開発した⾃制⼼、勤勉性、⾃⼰効⼒感などの⼼理測定尺度を、⽇
本語に翻訳した後、国内の調査を経て、妥当性が検証されているものである。実際に調査で
⽤いられた質問項⽬が表 7 のようになっている。 
 こうした⼼理測定尺度は、⼼理現象の厚⽣概念が反映されるように複数の質問項⽬からな
っているのが⼀般的である。例えば、⾃制⼼であれば、「授業で必要なものをわすれた」「ほ
かの⼦たちが話をしている時に、その⼦たちのじゃまをした」などの 8 問について、5 件法
（1: まったくあてはまらない，2: あまりあてはまらない，3: すこしあてはまる，4: よくあ
てはまる，5: とてもよくあてはまる）で回答してもらい、この 8 問の回答を⾜し上げると
⾃制⼼を数字で計測することができるというわけである16。 
                                                
 
 
 
16 ただし、質問票の中には、「逆転項⽬」が含まれていることがある。例えば、「勤勉性」
の質問項⽬には、「じぶんの部屋やつくえのまわりはちらかっています」という質問があ
り、他の質問が「当てはまる」場合に勤勉性が⾼くなる質問なのに対して、この質問だけ
は測定の向きが逆になっているため、これは逆転項⽬である。逆転項⽬の質問に対する点
数は反転させて、⾜し上げる必要がある。 
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表 7：⾮認知能⼒の質問項⽬ 
⾃制⼼ 
授業で必要なものをわすれた  
ほかの⼦たちが話をしているときに、その⼦たちのじゃまをした 
何からんぼうなことを⾔った 
机・ロッカー・部屋が散らかっていたので、必要なものを⾒つけることができなか
った  
家や学校でカッとなってキレた 
先⽣が、⾃分にたいして⾔っていたことを思い出すことができなかった 
きちんと話を聞かないといけないときにぼんやりしていた  
イライラしているときに、先⽣や親に⼝答えをした 
⾃⼰効⼒感 
授業ではよい評価をもらえるだろうと信じている  
教科書の中でいちばんむずかしい問題も理解できると思う 
授業で教えてもらった基本的なことは理解できたと思う 
先⽣が出したいちばんむずかしい問題も理解できると思う 
学校の宿題や試験でよい成績をとることができると思う 
学校でよい成績をとることができるだろうと思う 
授業で教えてもらったことは使いこなせると思う 
⾃分はこの授業でよくやっているほうだと思う 
勤勉性 
うっかりまちがえたりミスしたりしないように，やるべきことをやります 
ものごとは楽しみながらがんばってやります 
⾃分がやるべきことにはきちんとかかわります 
授業中は⾃分がやっていることに集中します 
宿題が終わったとき，ちゃんとできたかどうか何度も確認をします 
ルールや順番は守ります 
だれかと約束をしたら，それを守ります 
じぶんの部屋やつくえのまわりはちらかっています 
何かをはじめたら，ぜったい終わらせなければいけません 
学校で使うものはきちんと整理しておくほうです 
宿題を終わらせてから，遊びます 
気がちってしまうことはあまりありません 
やらないといけないことはきちんとやります 
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表 8：⾮認知能⼒（2016 年） 
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表 8 をみてみると、⾮認知能⼒を被説明変数としたヌルモデルでは、ICC は 1.6〜3.5％で、
個⼈の⾮認知能⼒の分散も、学校ではなく個⼈の要因によって説明される部分が⼤きい。⼩
学⽣よりも中学⽣において平均値が低くなっているものの、同じ個⼈の変化をみているので
はないため、⾮認知能⼒が低下しているとまでは⾔えず、今後どのように変化していくかを
観察していく必要がある。 
 また、これ以外に学習の効果を⾼めることをめざして⽣徒が意図的に⾏う活動である「学
習⽅略」についても全学年で計測している。⽣徒の学習⽅略は、教員からの指導を反映して
いると考えられており、教員の質（TQ）の代理変数として⽤いることができる。この学習
⽅略は、細かくみると柔軟的⽅略（学習の進め⽅を⾃分の状態に合わせて柔軟に変更してい
く⽅略）、プランニング⽅略（計画的に学習に取り組もうとする⽅略）、作業⽅略（ノートに
書いたり、声に出したりといった、「作業」を中⼼として学習を進める⽅略）、⼈的リソース
⽅略（友⼈を利⽤して学習を進める⽅略）、認知的⽅略（理解や精緻化、集中⼒と⾔った認
知的な働きを重視して学習を進める⽅略）、努⼒調整⽅略（「苦⼿」などの感情をコントロー
ルして学習への動機を⾼める⽅略）の６つのカテゴリにわかれている17。実際に調査で⽤い
られた質問項⽬が表 9 のようになっている。 
  

                                                
 
 
 
17 Pintrich & de Groot(1990)を参考にした。 
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表 9：学習⽅略の質問項⽬ 
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表 10：学習⽅略（2016 年） 
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 指導 
 また、埼⽟県学⼒・学習状況調査では、学習⽅略以外に、教員の指導⽅法について⼦供の
受けとめを尋ねた質問項⽬がある。特に、各科⽬で「授業で課題を解決するときにみんなで
いろいろな考えを発表することはありましたか？」などのような質問を⾏うことで、間接的
に学級内で教員がどのような指導を⾏ったかを推し量ることができる。これも教員の質（TQ）
の代理変数である。特に、本調査では、「アクティブ・ラーニング」（＝主体的かつグループ
ディスカッションやディベートなどを取り⼊れた参加型の学び）と呼ばれる指導が⾏われて
いるかどうかを、⽣徒側の経験から汲み取ろうとしている18。 
 アクティブ・ラーニングは、⽂部科学省が公表した学習指導要領改訂案の中でも「主体的・
対話的で深い学び」を実践するための重要な視点に位置付けられ、中央教育審議会の答申に
おいてもキーワードの 1 つとして掲げられている。近年の経済学の研究の中には、教員の学
歴や経験年数、免許の有無などのような「履歴書に掲載されるような」属性は教員の質を適
切にあらわしておらず、むしろ教員の教室での実践の重要性を強調する研究もある（e.g., 
Aslam & Kingdon, 2011）。しかし、学⼒を上げるという⽬的に対して、アクティブ・ラーニ
ングのほうが、いわゆる「知識詰め込み型」として評判の悪い従来の指導法よりも優れてい
るというエビデンスは多くない。例えば、Bietenbeck (2014)は、TIMSS のデータを⽤いて、
従来型の指導法は、定型化された問題を解く能⼒を⾼めるものの、論理的思考⼒を⾼めるわ
けではないことを発⾒し、⼀⽅、アクティブ・ラーニングはこれと全く逆になることを発⾒
している。つまり、学⼒テストが計測している教育成果が、論理的思考⼒の獲得量を計測す
るものになっていなければ、アクティブ・ラーニングは学⼒テストに負に影響しているとい
う結論になると述べている。ここではまず、表 11 のような質問項⽬を⾜し上げることで、
各科⽬ごとのアクティブ・ラーニング指導の指標を作成し、次章で学⼒や⾮認知能⼒、学習
⽅略との関係を⾒ていくことにする。 
 
 
 

                                                
 
 
 
18 ただし、この質問項⽬の中には主体的な学びの⼀環として「ドリル学習」なども含まれ
ていることから、「アクティブ・ラーニング」というよりは、「授業充実度」あるいは「多
様な学び」と定義するほうが妥当かもしれない。また、繰り返しになるが、この質問項⽬
は、⽣徒がどのような指導を受けていたかを尋ねたものであり、実際に教員がどのような
指導をしたかをあらわしていない。このため、従来型の授業と⽐べてアクティブ・ラーニ
ングのほうが効果があったと結論付けられるものではないことに注意が必要である。 
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表 11：指導に関する質問項⽬ 

 
表 12：指導（2016 年度） 
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 保護者の社会経済的地位 

 埼⽟県学⼒・学習状況調査では、保護者の社会経済的地位（SES）の代理変数として⽤い
ることができるものとして、家庭の⽂化資本をあらわす家にある蔵書数（「家には、⾃分や
家の⼈が読む本がどれくらいありますか」を、1:ほとんどない（0 から 10 冊）、2: 本棚 1 列
分（11〜25 冊）、3: 本棚 1 つ分（26〜100 冊）、4: 本棚 2 つ分（101〜200 冊）、5: 本棚３
つ分（201〜300 冊）の中から選択）や通塾（「学習塾（家庭教師に教わっている場合もはい
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ります）で 1 週間のうち、どのくらいの時間、勉強しますか」を 1: 通っていない、2: 12 時
間以上、3: 10 時間以上 12 時間より少ない、4: 8 時間以上 10 時間より少ない、5: 6 時間以
上 8 時間より少ない、6: 4 時間以上 6 時間より少ない、7: 2 時間以上 4 時間より少ない、 8: 
2 時間より少ない、の中から選択）などが考えられる。 
 この 2 つの変数の中央値を取り、中央値よりも⾼いグループを社会経済的地位が⾼いグ
ループ、中央値よりも低いグループを社会経済的地位が低いグループと定義し、2 つのグル
ープの間で学⼒を⽐較してみると、図 3 からも明らかなように、2 つのグループには明確な
学⼒格差があり、この差は統計的に有意である。 
 驚くべきことに、保護者の社会階層による格差は、既に⼩学校 4 年⽣の時点では顕在化し
ており、親の社会経済的地位による分断がかなり早い学齢から始まっていることがわかる。
この点は、⽇本のデータを⽤いた先⾏研究とも整合的である（Matsuoka et al, 2015 など）。
特に通塾時間については、学年が上がるほどに格差が拡⼤していく傾向があり、学校外教育
へのアクセスが格差を拡⼤している可能性が⽰唆される。この意味においては、「貧困の世
代間連鎖」の問題を学校の中だけで解決しようとするのは極めて難しく、⼩学校低学年かあ
るいはその以前から始まっていると考えられる保護者の社会経済的地位による学⼒格差を
解消していくには、就学前教育の充実や放課後の学校外教育へのアクセスなどの充実も検討
していく必要がある。 
 また、学校質問紙から、就学援助受給者⽐率をみてみると(図 4)、埼⽟県全体では約 13.2%
と全国平均よりは低くなっているものの（平成 25 年度、15.4％）、受給者⽐率が最⼤の学校
で 51.4％、最⼩の学校で 0.3％とかなり学校によってばらつきがあり、学校によって抱えて
いる「⼦供の貧困」の問題の深刻さには差があることがわかる。 
 この章の最後に、質問紙の改善、拡張について提⾔を⾏いたい。埼⽟県学⼒・学習状況調
査の質問紙は質問項⽬が充実しており、計測が困難な⾮認知能⼒や学習⽅略についての質問
項⽬は学術的に⾒て妥当性の⾼いものを厳選しているなど、様々な⼯夫が凝らされ、教育政
策の評価や学校における指導・資源配分を明らかにする分析を⾏うことを念頭に置いた設計
になっている。 
  



 31 

 
図 3：保護者の社会経済的地位による学⼒格差 

  

  
 

図 4：学校別の就学援助率の分布 
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 しかし、この調査を⽤いて⾏う分析が、教育政策の評価や学校における指導・資源配分の
改善を⼀義的なものとするのであれば、教員の質（TQ）に関する変数は、計測誤差が発⽣
しないよう、教員が直接、指導や資源配分に対して答えたものであるほうが望ましい。また
保護者の社会経済的地位（SES）についても、保護者が直接答えてたものであるほうが望ま
しい。⽂化的、あるいは経済的な資源にとどまらず、親⼦の関係や⽣活や学習へのかかわり
などについての情報は、貧困の世代間連鎖を断ち切るための研究蓄積には必須の情報である。
今後、抽出調査にしつつ費⽤を抑えるなどの⽅法も視野にいれるなどして、教員や保護者向
けの調査が拡充されることが望まれる。 
 

2.3. 埼⽟県学⼒学習状況調査を⽤いた分析 

 教育⽣産関数の推定 
 ここでは、埼⽟県学⼒・学習状況調査のデータを⽤いて、教育⽣産関数の推定を⾏う。そ
の際には、2 時点間のパネルデータであることを利⽤して、2015 年の⽣徒個⼈の学⼒の⽔
準をコントロールした付加価値モデルとして推定する。推計結果は表 13 で⽰されたとおり
である。⾮認知能⼒やアクティブ・ラーニングの実施の有無など、収集された情報が学年に
よって異なっているため、5 つのモデルを、国語と算数・数学のそれぞれで推定した。 
 結果を⾒てみると、前年の学⼒からの影響を推定してみると、国語では、前年の学⼒の変
動が今年度の学⼒の変動の約 40％を説明しているのに対して、数学（算数）は約 60％を説
明している。これは、特に国語に⽐べると数学・算数は、前年にわからないところがあって
つまずいてしまうと翌年にも⼤きな影響を残してしまうことを意味しており、数学・算数は
特につまずきの解消や復習を⾏うことが重要であることがわかる。 
 また、先⾏研究が指摘するとおり、⾮認知能⼒（⾃制⼼、⾃⼰効⼒感、勤勉性）と学⼒と
の間には正の相関がある。このことは、⾮認知能⼒の獲得が認知能⼒を向上させる可能性を
⽰唆しており、海外での研究成果（Cunha, et al 2010）とも⼀致する。これ以外にも、アク
ティブ・ラーニングを実施しているクラスの⽣徒は科⽬によらず、学⼒が⾼い傾向があるこ
とも⽰されている19。⼀⽅、学習⽅略については、総じて、算数・数学では正の相関がみら
れるものの、逆に国語では負になっている。この理由としては、後述するとおり、学習⽅略
                                                
 
 
 
19 ここの分析では表 11「指導に関する質問項⽬」に記載されている「アクティブ・ラー
ニング」の中でも、「グループで活動するときに、⼀⼈の考えだけでなくみんなで考えを出
し合って課題を解決すること」や「授業で課題を解決するときに、みんなで⾊々な考えを
発表すること」などアクティブ・ラーニングと解釈できる項⽬のみ利⽤した。 
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を構成する要因のうち、学⼒に正の影響を持つものと、負の影響を持つものがあり、科⽬に
よってばらつきがあるためと考えられる。また、親の社会経済的地位をあらわす変数は、概
ね予想したとおりの符号で、⼀貫して統計的に有意になっている。⼀⽅、教師⽣徒⽐率は、
モデルや科⽬によって正になっていたり、負になっていたりして⼀貫しない。就学援助受給
⽐率は、概ね負で統計的に有意になっている。 
 今度はこれについて、⾮認知能⼒と指導、学習⽅略の影響の⼤きさを⽐較するために、図 
5：標準化係数で標準化係数を⾒てみると、⾮認知能⼒は⾃⼰効⼒感の影響が⼤きく、指導
としては算数へのアクティブ・ラーニングの指導の影響が⼤きいことがわかる。 
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表 13：回帰分析 
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図 5：標準化係数20 

 
 
  

                                                
 
 
 
20 表 13 と同様に推定したもののうち、⾮認知能⼒とアクティブ・ラーニング関連指標の
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 学習⽅略と学⼒の関係 
 表 13 の分析では、学習⽅略の係数の符号が安定せず、科⽬によってもばらつきが⾒られ
た。そこで、学習⽅略を構成する要因のうち、特に学⼒と相関している要因を特定するため
に、表 14 のような下記分析を実施した。これは表 13 と同様の回帰分析の中で、学習⽅略
だけを下記のように 6 つに分解したものである。なお、表の簡略化のために学習⽅略に係る
部分のみ表⽰している。 

表 14：学習⽅略と学⼒の関係 

 
 表 14 を⾒ると、学習⽅略の中には、学⼒と正の相関関係にある⽅略と、逆に負の関係が
ある⽅略がある。プランニング⽅略、認知的⽅略、努⼒調整⽅略は科⽬によらず、正に統計
的に有意な関係がある。しかし、作業⽅略や⼈的リソース⽅略は負に統計的に有意であり、
特に国語に関しては柔軟的⽅略も負に統計的に有意である。この意味では、⽣徒に学⼒と正
の相関があるプランニング⽅略、認知的⽅略、努⼒調整⽅略などを⾝に付けさせることが重
要である可能性がある。つまり、⽣徒に計画的に学習に取り組ませること、理解や精緻化を
図ること、「苦⼿」などの感情をコントロールさせることが重要だということである。 
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 アクティブ・ラーニングによる格差縮⼩の可能性 

 アクティブ・ラーニングと学⼒向上の関連について、先⾏研究（前⾺, 2016; 須藤, 2013;
など）を参考に、学習機会の観点で追加分析を⾏った。表 15 にあるように、数学について
は、アクティブ・ラーニングと⾮通塾者の交互作⽤が有意になっている。これは、通塾者よ
りも⾮通塾者のほうがアクティブ・ラーニングによる便益をより⼤きく受けていると解釈で
きる。公⽴学校内の授業にだけ学⼒向上機会を依拠する⾮通塾層にとって特に便益があると
いうことは、数学については、アクティブ・ラーニングによって学校外学習機会格差に基づ
く学⼒格差を縮⼩する可能性を⽰唆している。 
ただ、アクティブ・ラーニングの数学と国語それぞれに対する主効果、それに数学について
の⾮通塾者に対するアクティブ・ラーニングのより⼤きな便益は、他の指導⼿法よりもアク
ティブ・ラーニングのほうが強い効果を持つ、という意味ではない。アクティブ・ラーニン
グの計測そのものの難しさに加えて⽣徒回答による指標化であることから、結果に留意する
必要がある。 
 ⼀⽅、IRT に基づく前年度学⼒やその他の多くの変数を統制した上でも、アクティブ・ラ
ーニングと解釈できる授業を前年度に受けた⽣徒の数学と国語の学⼒は向上し、数学につい
ては⾮通塾層の学⼒がより上がったことは、公教育が（指導の⽅法によっては）学校外学習
機会格差による学⼒格差を是正する機能を持つことを⽰していることから、注⽬に値する結
果といえる。今後もさらなるデータ蓄積によって、学習機会格差に対して、学校に何ができ
るのか明らかにしていく必要がある。 
 

 アクティブ・ラーニングが⾮認知能⼒に与える影響 
 ⾮認知能⼒が学⼒と正の相関関係があることは既に⽰したが、次に、⾮認知能⼒を被説明
変数として⾮認知能⼒の決定要因を明らかにすることを試みる。Cunha et al (2010)は、⾮
認知能⼒の獲得量は年齢に依存せず、⾮認知能⼒は認知能⼒を向上させるが、その逆は観察
されないことを明らかにしている。 
 表 16 で結果をみてみると、科⽬によらず、アクティブ・ラーニングの実施は、全ての⾮
認知能⼒と正の相関があることがわかる。また、この回帰分析では、「教員との関係」をあ
らわす変数を作成し、それを加えた。変数の作成については表 11 を参照してほしいが、主
に「教員が⾃分の良いところを褒めてくれたか」「⼼配ごとの相談に乗ってくれたか」など
の質問項⽬からなっている。この教員との関係も、全ての⾮認知能⼒と正の相関があること
がわかる。保護者の社会経済的地位もまた、⾮認知能⼒に影響を与えていることがわかる⼀
⽅で、学校資源は⾮認知能⼒との影響が⾒られない 
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表 15：アクティブ・ラーニングと⾮通塾の交互作⽤ 
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表 16 ：⾮認知能⼒と指導 
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2.4. 埼⽟県⼾⽥市で実施した教員調査の分析 

 教員調査の概要 
 上記述べたとおり、埼⽟県学⼒・学習状況調査では、⽣徒、学校、市町村を対象とした質
問紙調査を実施しているが、教員と保護者を対象とした調査を実施していない。このため、
2016 年度に本調査チームが、埼⽟県⼾⽥市の教員を対象に教員の指導と学⼒の関係につい
て追加的な分析を⾏う⽬的で調査を実施した。具体的には、教員の経験年数や⾮認知能⼒、
学校の運営体制、教員の協働体制、家庭学習への⼿⽴て、アクティブ・ラーニングなどの指
導法の選択、保護者との連携など多岐にわたる項⽬について質問紙による調査を実施した。 
 図 6 と図 7 で学校の運営体制（e.g, 学校として学⼒向上に向けた課題や⽬標が提⽰され
たか、などの 6 項⽬に 4 件法で回答）や教員の協働体制（e.g., 教職員同⼠がお互いに助け
合う協⼒的な雰囲気があったか、などの 6 項⽬に 4 件法で回答）といった組織のあり⽅や
マネージメントへの評価を⾒てみると、概ね⼩学校のほうが肯定的な評価をしているように
⾒受けられる。また、家庭学習については、⼩学校教員は数名を除いて全員の教員が計画的
に宿題を与え、家庭学習を促したと答えているのに対して、中学校ではばらつきがある状況
となっている。具体的な指導法について、アクティブ・ラーニングの実施は（e.g, 学級やグ
ループで話し合う活動を授業などで⾏っていましたか、などの 15 項⽬に 5 件法で回答）、
⼩学校のほうがかなり積極的に取り組んでいるのに対し、中学校ではばらつきがある(図 8：
アクティブ・ラーニングの実施（⼾⽥市）)。 
 どのような点に⼒点をおいて指導しているかという質問に対しては、図 9 のとおりアク
ティブ・ラーニングと考えられる問題解決的あるいは主体的な学びよりも、各科⽬の教材研
究を⾏ってそれを指導に⽣かしていると回答している教員が多い。 
 ⼀⽅、図 9 の教員が⼒点を置いている指導法と、⽣徒の学習⽅略との相関関係をみてみ
ると、 
表 17：学習⽅略と指導の関係（⼾⽥市）で明らかなとおり、教材研究は学習⽅略に影響し
ておらず、むしろ問題解決的な指導によって学習⽅略（特に、プランニング⽅略、作業⽅略、
努⼒⽅略）が変化していることがわかる。 
 ⼾⽥市の調査においても、学習⽅略は学⼒に影響しており(表 18)、教員の指導法は学習
⽅略を変化させることを通じて、学⼒に影響する可能性がある。 
 本稿の分析結果を解釈する上での留意点として、本稿の回帰分析から得られた結果は全て
「相関関係」に過ぎず、「因果関係」を⽰唆するものではないということである。2 年間にわ
たって⾏われた調査ではあるが、⾮認知能⼒や学習⽅略などの質問は 2016 年度から開始さ
れたことから、観察不可能な異質性を制御できるようなモデルでの教育⽣産関数の推定は、
現時点では困難である。来年度以降、データが蓄積されればより信頼性の⾼い分析が可能に
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なろうし、今年⾏われた様々な分析を踏まえて、学⼒や⾮認知能⼒を上げる因果効果が期待
できそうな介⼊（例えば、教員研修や授業実践）を実施して、その効果測定を⾏えば、より
厳密な評価が可能になろう。 
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図 6：学校の運営体制（⼾⽥市）21 

  
図 7：教員の協働体制（⼾⽥市） 

  
図 8：アクティブ・ラーニングの実施（⼾⽥市） 
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図 9：教員が⼒を⼊れている指導（⼾⽥市） 

 

 

表 17：学習⽅略と指導の関係（⼾⽥市） 

 
表 18：学習⽅略と学⼒の関係（⼾⽥市） 
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3. 教科指導班の成果 

3.1. 概要 

 学⼒調査の年度⽐較の分析を基に、特に低学⼒層の学⼒が向上していると分析された⼩学
校３校、中学校３校を抽出した。指導班ではそれら学校の取組と実態を調査するため複数回
訪問し、管理職ならびに教員へのインタビュー調査と授業参観、助⾔を⾏なった。本調査で
は、指導班のメンバーそれぞれの専⾨性をいかし、益川が児童・⽣徒の学習環境、アクティ
ブ・ラーニング（主体的・対話的で深い学び）の実現の視点から、本橋が国語教育の視点か
ら、⼆宮が算数・数学教育の視点から、及川が英語教育の視点から、学⼒向上につながる学
校・授業・研修の取組について分類整理した。 
 その結果、初期段階として、「課題を抱えているポイントに対して局所的改善策」を実現
している学校や授業と、その次のステップとして、「教科の深い学びを実現することに基づ
いた⼤局的改善策」を実現している学校や授業とに整理でき、それぞれ異なる視点でドリル
学習の活⽤や授業展開の⼯夫を⾏なっていることが明らかになった。 
 
・局所的改善策を取り⼊れていた学校や授業 
 ドリル学習は、達成⽬標を明確に設定し、放課後等に時間を確保することを通じて、低学
⼒層の⼦供たちの学習に向かう姿勢や態度、学習達成感を⽀えていた。これらによって低学
⼒層の学⼒底上げを実現していた。 
 授業展開では、どう解けばいいのか、何を覚えるべきなのかを丁寧に教授し、それを定着
させる授業が実践されていた。また、アクティブ・ラーニング（主体的・対話的で深い学び）
への取組として、⼦供たちの学習意欲を⾼めたり教授内容を定着させたりするために話合い
活動や練習活動を取り⼊れていた。 
 これらを通して、学校が抱える学⼒低下につながる課題に対して積極的な改善を図ってい
た。 
 
・⼤局的改善策を取り⼊れていた学校や授業 
 ドリル学習は、それ⾃⾝が⽬標ではなく、各教科の⾒⽅や考え⽅に基づいた深い学びに向
かうために必要な学習活動として、学校全体の活動に位置付けられたり、授業と深く関連付
けられたりしていた。 
 授業展開では、児童・⽣徒が学習内容の意味や根拠などを考え深めていくためにアクティ
ブ・ラーニング（主体的・対話的で深い学び）の視点を取り⼊れ、⼀⼈⼀⼈考えを変容して
いくことを⽬指す授業づくりに取り組んでいた。 



 48 

 これらを通して、次期学習指導要領につながる資質・能⼒の育成も⾒据えながら授業改善
などを受けて⼀歩⼀歩進めていた。 
 
 今回訪問した学校の取組や授業参観、管理職や教員が⽬指している内容、課題と感じてい
る内容のインタビュー等を踏まえると、学校の現状を踏まえ、局所的改善策の取組の必要性
がある学校は、まずは局所的改善策に取り組むことによる成果があることがわかった。そし
て、成果が⾒えてきた学校は、段階的に⼤局的改善策を検討・実施していくことが、知識・
技能の習得、思考⼒・判断⼒・表現⼒の育成、そして学びに向かう⼒・⼈間性の涵養のバラ
ンスを考慮した教育を⽬指していくような学校改善につながることが⾒えてきた。これら両
改善策と、ドリル学習、授業展開の姿を表としてまとめたのが表 19 である。 
 

表 19：改善策の⽴て⽅によるドリル学習・授業展開の違い 

 ドリル学習 授業展開 
局所的 
改善策 
 

・主体性を引き出すためのド
リル学習 
・ドリル学習の達成⾃体が⽬
標になっている 

・形態を重視したアクティブ・
ラーニング 
・覚えるべき知識・技能の直接
教授 

⼤局的 
改善策 
 

・深い学びにつなげていくた
めのドリル学習 
・ドリル学習は学習⼿段の⼀
部になっている 

・深く考え変容するアクティ
ブ・ラーニング 
・意味や根拠などの理解を求め
る教授 

 
 局所的改善策の段階では、まず学習に取り組む態度を育み、基礎基本と呼ばれる内容のテ
ストを正答できることで意欲を⾼めることが⽬標となっている。そのため、教師の指⽰した
範囲内を着実に学習可能にするためにドリル学習が位置づけられ、授業が展開されている。
これを実現によって、短期的には低学⼒層の学⼒向上が保証されている。しかし、児童・⽣
徒にとっては教師の指⽰にしたがってその範囲内で学ぶ学習観に限定されやすく、学⼒上位
層に対しては⽀援となる要素が乏しい。そのため、さらなる向上を⽬指すためには、⼤局的
改善策が求められると考えられる。 
 ⼤局的改善策の段階になると、教師が各教科の⽬標に基づき、深い学びを⽬指した授業づ
くりとなる。この枠組みの中でドリル学習を位置づけることによって、何のためにドリル学
習をするのか、ドリル学習が何につながるのか、といった視点を、教師そして児童・⽣徒⾃
⾝に持たせることにつながる。これと組み合わせて、意味や根拠を考えることを通して、⼀
⼈⼀⼈変容してく授業展開が実施されることで、学⼒低位層から上位層まで幅広い層の学⼒
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向上が期待できると考えられる。 
 次節以降では、国語、算数・数学、英語の教科の専⾨的⾒地から、⽬指すべき各教科の深
い学びの姿について定めた上で、局所的改善策、⼤局的改善策、それぞれのドリル学習や授
業展開について、埼⽟県学⼒・学習状況調査における誤答分析を踏まえつつ、具体例を挙げ
ながら整理した上で、今後⽬指していく⽅向性を整理する。 
 

3.2. 国語 

 
 局所的改善策を取り⼊れていた学校や授業 

 下位層の児童・⽣徒の学⼒の伸びが顕著にみられた学校における国語の授業では、「でき
た」「分かった」という実感を積み重ねて学習に向かう意欲を⾼めたり、学習を習慣づけた
りすることが重視されていた。 
 例えば、授業の初めの５〜１０分を使って漢字ドリルや⼀問⼀答のワークシート（⽂法・
歴史的仮名遣い等）に取り組ませて達成感をもたせたり、教師が話し合いや⽂章のまとめ⽅
のモデルを⽰し、そのモデルに沿って学習に取り組ませ、「できた」という実感をもたせた
りしていた。他には、「⽂と⽂をつなぐ⾔葉（だから・しかし等）」の働きや使い⽅について、
まず、児童⾃⾝に普段の⾔葉の使い⽅を説明させて、その児童の⾔葉と教科書の解説の⾔葉
とを結び付けて⾔い換えながら分かりやすく解説する等、児童が実感をもって理解できるよ
うな丁寧で分かりやすい教え⽅の⼯夫が多くみられた。ただ、こうした学習習慣・学習規律・
モデル学習等に重点を置いた場合、下位層の児童・⽣徒が着実に学習に取り組める⼀⽅、必
ずしも上位層の児童・⽣徒の伸び率によい影響を与えていない場合があることには注意が必
要である。児童・⽣徒の課題を局所的にとりあげ、反復・繰り返し学習することによって、
「できた」「分かった」という実感をさせるだけではなく、⾝についた知識や技能をどのよ
うに活⽤していくか、どのように活⽤できるのか等、内容理解中⼼の学びから、【協同、学
び合い、振り返り、⾃ら課題を⾒つけ協働の中で解決する】ような学びへと転換できるよう
な学習指導を⼯夫していきたい 
 

 ⼤局的改善策を取り⼊れていた学校や授業 
 児童・⽣徒の学⼒の伸びが顕著にみられた学校における国語の授業では、⽬的に応じた⾔
語活動や児童・⽣徒同⼠の学び⽅の共有が重視されていた。 
 例えば、説明⽂の要旨をまとめるために、グループごとに段落と段落とを関連づけて図式
化しながら説明⽂の構成や論の展開について⾃分たちの⾔葉で説明させたり、A と B の資
料を読み⽐べ、違いや共通点を⾒出させて説明させるたりするなど、⽂章全体を通して読む
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ことを意識した思考⼒・判断⼒・表現⼒を育む授業づくりが⾒られた。⼤事だと思ったとこ
ろにサイドラインを引かせたり、着⽬すべき観点を⽰して学習過程を明⽰し、⾒通しを持た
せたりするなど、漠然と学習に取り組ませるのではなく、授業で取り組んだ⼀つ⼀つの活動
を有機的に結び付けた⾔語活動の展開を⼯夫していた。なぜサイドラインを引いたのか、何
のためにグループで意⾒を交流したのか等、今取り組んでいる活動が次の活動とどのように
結びついているのか⽬的を意識させていた。課題がある児童・⽣徒には、読む範囲を限定さ
せたり、ワークシートでまとめる形にして⾔語活動をスモールステップ化して取り組ませて
いたが、あくまで⾔語活動の⽬的はしっかりと意識させていた。モデル学習では、字数制限
やキーワードを使わせる等条件を設定した発問もなされ、着⽬すべき観点（「要旨を書く観
点」（①同じ⾔葉の繰り返しは、⽂を⼀つにまとめる。②⻑い⽂は、修飾語を削ってみる。
③話の流れを考えて、順序を⼊れ替えて書いてもよい等）や新聞記事を⽐べる観点（①題名
②主張③事実と意⾒④構成や⽂体等）等）も明⽰し、児童・⽣徒の能⼒・資質を育む⼯夫が
なされていた。教師の⽰したモデルをそのまま再現してなんとなく「できた」「分かった」
というのではなく、【学びの視点】を意識し、⼿法や型を変えれば、よりよい解が求められ
ることを実感させる⼯夫を⼤切にしたい。  
 また、何をしたらよいか分からない状態の児童・⽣徒には、こうした観点を⽰すことや学
習過程を⽰すことが有効であるが、中間層・上位層の児童・⽣徒には、こうした観点そのも
のを考えさせたり、学習活動をどのような観点で取り組んできたか学習過程を振り返らせた
りして、⾃⾝の変容や深化を実感させ、深い学びへとつなげたい。 
 

 誤答分析から 
 全学年に共通して、⾔語事項に関連する問いの正答率が低い。（「⼀⽂を、意味を変えずに
接続語を使って⼆⽂に書き換える（⼩４）」他、主語・述語、修飾語・被修飾語、助動詞の
使い分け等）これらの⾔語事項の課題は、ワークシートや問題集で理解中⼼に⾏うのではな
く、実際に⽂章を書かせたり、「話すこと・聞くこと」「読むこと」領域に関連づけたりしな
がら、意図に応じて表現を⼯夫させたり、正誤・適否などの⾔語感覚を児童・⽣徒同⼠で確
かめ合いながら豊かに育む場を設定したい。 
 また、⾃分の意⾒を条件に合わせて書くことに課題がみられた（「話題について⾃分の考
えとその理由を⼆段落構成で書く（⼩４）」等）。特に⼩学⽣は、⼆段落構成などの表現形式
に合わせること、中学⽣は理由を⽰すことに課題がみられる。字数や表現形式、キーワード
等を⽤いる等の条件は、⽬的に応じて⽂章を書くことができるかどうかを問うている。国⽴
教育政策研究所『全国学⼒・学習状況調査の４年間の調査結果から今後の取組が期待される
内容のまとめ』において「⽬的に応じて必要となる情報を取り出し、それらを関係付けて読
むこと（「読むこと」）」が課題として指摘されているように、⽬的に応じて資料を読み、パ
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ンフレットやリーフレット等の限られた紙⾯の中で、資料と関連づけて⾃分の意⾒を書く等、
授業の中で⽬的に応じた⾔語活動の充実を図りたい。 
 

3.3. 算数・数学 

 局所的改善策を取り⼊れていた学校や授業 
 下位層の児童・⽣徒の学⼒の伸びが顕著にみられた学校として、今回訪問した全ての学校
で、何らかのドリル学習を取り⼊れていた。それらの多くは、基本的な計算問題や練習問題
を解くものであるが、学校によっては「基礎学⼒問題集」「発展問題集」を⽤意していると
ころもあった。各学年それぞれに、児童・⽣徒の習熟度に合わせてドリル学習が進められる
よう、多くの教材を準備している。いくつかの学校では、市全体で作成･実施している問題
集を活⽤しているところもあり、全市を挙げて学⼒向上に取り組んでいる様⼦が⾒られる。
具体的には、朝学習の時間にドリル学習を⾏ったり、家庭学習としてこのようなドリル学習
が進められている。 
 ドリル教材の多くは市販のものではなく、市教育委員会または学校で作成されたものであ
る。それらは、単なる計算⼒の向上や、典型的・基礎的な問題を解く技能を⾼めることに⼀
定の効果があると認められる。また、教材の作成を通して、作成に携わる教員が算数･数学
の教材についてより深く理解できるといった効果も報告された。しかしながら多くのドリル
教材は、単純反復練習により特に下位層の児童・⽣徒の「技能」を伸ばすことを可能として
いるものの、算数･数学学習における根源的な思考⼒や表現⼒を伸ばすものにはなっている
とは⾔い難い。ドリル教材を⼯夫し、単なる『技能習熟』にとどまらない『⽣産的な学習』
へとつながるものを準備することで、根源的な思考⼒や表現⼒の育成を図り、上位層の児童・
⽣徒の学⼒向上にもつながる教材を準備したい。 
 下位層の児童・⽣徒の学⼒の伸びが顕著であった学校のいくつかの授業は、授業者による
知識注⼊型と判断できるものであった。技能の習熟のみを⽬標とするのであれば、⽇々のド
リル学習と「教え込みの授業」をすることで⼀定の効果が期待できる。しかしそれはあくま
でも局所的な改善策であり、⼤局的な改善に⾄るものとは考えられない。なお、地域によっ
ては保護者の「学⼒向上」への関⼼の強い学校があった。特に中学校の場合、⾼校進学を⽬
標にした「学⼒」へのニーズが⾼く、それに対応するために局所的対応策に追われている様
⼦が垣間⾒えるケースもある。 
 

 ⼤局的改善策を取り⼊れていた学校や授業 
 今回訪問した学校のほとんどで、校⻑先⽣の素晴らしいリーダーシップによる、優れた学
校経営が⾏われているという印象を持った。これらの学校のすべてが必ずしも、従前より「落
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ち着いた雰囲気」の学校だったわけではなく、新しい校⻑先⽣が着任されてから、教職員が
⼀丸となり「授業改善」に⼒を尽くした結果、落ち着いた雰囲気の学校になったというケー
スが散⾒された。ある⼩学校では学校の変容の様⼦を、「学校が落ち着くと授業ができるよ
うになる。授業をよりよい授業にする。その結果として成績が向上する。」と説明された。
また別の⼩学校では、⽬指す学校像を「やさしい⾔葉があふれ、確かな学⼒が⾝につく学校」
とし、⼦供たちが「学校が好きになる」ことを⽬指している。外国⼈の多い地域にある別の
⼩学校では、「学校は先⽣で決まる、授業こそ命」「授業で満⾜すれば『⼦供の⼼は安定する』」
を合⾔葉に、よりよい授業の実現を⽬指していた。中学校でも、「実物や ICT を活⽤し、興
味・関⼼・意欲を⾼める」授業の展開を⽬指す学校や、「シンキングツールを利⽤した学習
指導」を研究している学校があった。 
 実際に学校を訪問し授業を参観したが、たかだか数時間の授業を参観しただけでは、その
学校でどのような授業がなされているかを⼀般化することは難しい。ただ、多くの学校で先
⽣⽅は熱⼼に教材研究をされ、授業を⼯夫し、児童・⽣徒の関⼼意欲を⾼めることができる
よう努⼒されていた。知識技能を押し付けるような授業ではなく、児童・⽣徒の思考を促し、
⾃分たちで考え、話し合い、学ぶことを⽬指す授業が多かったように感じられた。 
 下位層の児童・⽣徒の学⼒の伸びが顕著にみられた学校の特⻑として、⼀⽅でドリル学習
などによる反復練習を繰り返すことで「基礎的な計算技能の習熟」を図りながら、他⽅で学
校経営に⼼を配り「落ち着いた学校」「よい授業のできる学校」を⽬指して教職員が努⼒す
る様⼦が⾒出されたように思う。 
 

 誤答分析から 
 今回の調査において、特に誤答の多い問題として、正答率が 3 割を下回る問題を計 9 問
抽出した。その内訳は、⼩学 4 年：1 問、⼩学 6 年：1 問、中学 1 年：3 問、中学 2 年：3
問、中学 3 年：1 問、である。 
 ⼩学 4 年の問題は、3 年⽣で学習した分数の概念の理解を問う問題で、正答率は 29.7％で
ある。3 年⽣までの学習では、未だ乗法的数量関係の学習が⼗分ではなく、数量の変化を加
法的に捉えたと考えられる誤答が 39.5％あった。この誤答は、「等分したいくつ分」という
分数の定義の理解が不⼗分で、等分ではない形で分けたうちのいくつ分を数えたと考えられ
るものでもある。例えば 1／4 を「４つに分けたうちの１つ分」と理解するだけでは不⼗分
であり、「４つに等しく分けたうちの 1 つ分」であることをきちんと指導する必要がある。 
 ⼩学 6 年の問題は、図形に関する問題で、正答率は 29.2％である。四⾓形の辺の⻑さと
周の⻑さとの関係は良く理解できているが、同じ正多⾓形でも、正六⾓形の周の⻑さが(⼀
番⻑い)対⾓線の⻑さの 3 倍になることを⾒出せないことによる誤答が 57.7％ある。正六⾓
形は、正三⾓形を６つしきつめた図形であることをもとに、「正六⾓形の周の⻑さ」と「(⼀
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番⻑い)対⾓線の⻑さ」との関係を正三⾓形の 1 辺の⻑さを基準に考える活動を、実感を持
って⾏わせる必要がある。 
 中学 1 年の問題は、割合に関する問題、⽐例の式に関する問題、おうぎ形を含む複合図形
の⾯積に関する問題で、正答率はそれぞれ 28.8％、18.9％、18.3％である。 
 割合に関する問題については、数量の割合を求めること⾃体は 64.7％の⽣徒ができてい
る。しかし、設問が単純に割合を求めるだけではないことから、半数以上の⽣徒が誤答とな
った。6 割以上の⽣徒は、割合の概念⾃体はきちんと理解できていると考えられるが、⽂章
で⽰された場⾯を正確に把握することに課題があると考えられる。 
 ⽐例の式に関する問題は、グラフに⽰された直線の式を求めるものである。グラフのひと
⽬盛が「１」ではなく⼤きな数値になっていることから、グラフが⽐例であり、その式がｙ
＝ａ×ｘ の形であることは理解できていても、正答ではない⽐例の式を書いた⽣徒が
53.9％いた。これらの⽣徒は、⽐例のグラフ⾃体の理解に問題があると⾔うよりも、⽬盛の
読み⽅の理解が不⼗分であると捉えられる。また、この問題の無答率は 13.9％である。全く
⼿がつけられない⽣徒の割合も多いことから、⽐例のグラフの指導それ⾃体にも課題がある
と考えられる。なお、同じ問題は中学 2 年でも出題されており、正答率は 29.7％である。中
学 1 年で学習する関数のグラフの多くは、⽬盛が「１」であるものであることから、⽬盛が
「１」ではないグラフの読み取りには依然として課題が残ったものと考えられる。また中学
2 年では、無答率が 22.7％である。与えられているグラフが⼩学校で学習する「正の数の範
囲のもの」であることが、中学 2 年の⽣徒にとってグラフの読み取りを更に困難なものにし
たと考えられる。 
 おうぎ形を含む複合図形の⾯積に関する問題は、与えられた図形の⾯積を求めるものでは
なく、与えられた式により求まる図形を選んだ上で、その⾯積の求め⽅を説明する問題であ
る。与えられた式により求められる図形以外のものを選択した⽣徒が 62.4％いることから、
先ずはおうぎ形を含む複合図形の⾯積に関する理解に課題があると考えられる。その課題が、
おうぎ形の⾯積の理解によるものか、複合図形の理解によるものかについては、更なる分析
が必要である。また、選択すべき図形をきちんと選ぶことができても、⾯積の求め⽅をきち
んと説明できていない⽣徒が 7.4％いた。これらの⽣徒が、たまたま正しいものを選択でき
ただけなのか、内容を理解した上で選択をしているものの説明がうまくできないのか、につ
いても、更なる分析が必要である。 
 中学 2 年の問題は、⽂字式の意味に関する問題、関数の変域に関する問題、⽐例の式に関
する問題(中学 1 年と共通問題)で、正答率はそれぞれ 23.0％、28.8％、29.7％である。 
 ⽂字式の意味に関する問題は「割合に関するもの」で、ａ％増しのものをａ％引きすると
いう場⾯を表す⽂字式を 4 択で選ぶ問題である。４つの選択肢に対する反応率は、23.0％
(正答)、35.0％、23.1％、17.1％であり、35.0％の反応率があった選択肢は「ａ％増しのも
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のをａ％引きするので元の値段と変わらない」とするものである。それぞれの選択肢に対す
る反応率に⼤きな差が無いことは、問題の場⾯が複雑であり問題をよく理解できないままに
解答を選択した⽣徒が多かったと考えられる。また、35.0％の⽣徒が「元の値段と変わらな
い(誤答)」としていることから、割合の概念についての理解に課題があると考えられる。 
 関数の変域に関する問題は、与えられた⽐例のグラフにおけるｘの変域に対してｙの変域
を求めるものである。51.8％の⽣徒が「類型９：上記以外の解答」と判断され、また無答率
が 18.2％である。解答類型として予め想定された解答以外の反応率が 5 割を超え、無答率
も 2 割近いことから、関数の変域の理解には著しい課題があると考えられる。この問題は中
学 3 年でも出題されており、中学 3 年の正答率は 44.4％である。中学 2 年の関数の学習を
通して、変域の理解が深まったと考えられるが、それでも「類型９：上記以外の解答」が
31.9％、無答率が 22.4％であることから、5 割以上の⽣徒は中学 2 年の学習を通しても関数
の変域についての理解が不⼗分のままであると考えられる。 
 中学 3 年の問題は、「ａ％増える」「ａ％減る」という条件を合わせた場⾯を連⽴⽅程式に
表現する⽂章題で、正答率は 28.7％である。誤答の中には、単に合計を表す式をつくること
はできているが割合に関する⽅程式を作ることのできない⽣徒が 25.8％存在する。簡単な
⽅程式を⽴てることはできても、割合に関する事象を式に表すことについての理解に課題が
あると考えられる。また、無答率は 27.5％である。⽅程式の⽂章題、特に割合に関するもの
についての理解に課題のある⽣徒が 5 割以上存在することから、割合に関する⽂章題は多
くの⽣徒にとって⾮常に難しいものであると考えられる。 
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3.4. 英語 

 局所的改善策を取り⼊れていた学校や授業 
 英語科においても、下位層で顕著な得点の上昇が観察された学校では⽣徒に学習習慣を⾝
につけさせる取組が⾏われていた。具体的には、⼩テストを頻繁に実施し、合格点に達しな
かった⽣徒は合格するまで 2 度、3 度と再テストを受けることになる。テストの内容は単語
などの基礎的なものが多い。そのため、定期的に机に向かう習慣ができたという声があった。
また、家庭学習専⽤のノートを⽤意し、「1 ⽇ 1 ページ」のように決まった量の勉強をする
習慣を⾝につけさせる取組も報告されていた。加えて、授業時にノート指導を丁寧に⾏った
結果、スローラーナーもノート作りに意欲的に取り組んでいたため、これらが下位層の成績
を伸ばした可能性があるという回答もあった。これらの取組事例から、学習習慣の確⽴が⽣
徒、特に下位層の伸びにつながったという可能性を指摘できる。 
 授業では、多くの学校でドリル的な活動が観察された。近年よく⾒られる形式は、英⽂と
それに対応する和⽂がセットになったワークシートである。⽣徒が 2 ⼈で 1 組となり、1 ⼈
が和⽂を⾔うともう 1 ⼈が対応する英⽂をワークシートを⾒ずに答えるという形式で、基
本的な英⽂を覚える練習になる。声を出すことで活動も活発になり授業全体への好影響もあ
るものと思われる。 
 ⼩テストやドリル的活動は下位層の学⼒を短期間に効率よく上げる⼿段として有効であ
ると考えられるが、⼀⽅で、テストや英⽂の暗記そのものが学習の⽬的になり、⻑期的な学
習意欲の継続につながらない可能性もある。これらの活動が、英語学習の⽬的であるコミュ
ニケーション⼒の伸⻑にどのように結びついていくのかを教師が直接⽰したり⽣徒に気付
かせたりすることも必要である。 
 協働的な活動も多くの授業で観察できたが、現時点では試⾏錯誤の段階かもしれない。協
働の形式を取ってはいるが、⽣徒の発⾔は少なく、積極性の⾯で課題が⾒られるケースもあ
った。グループで活動を⾏う⽬的を⽣徒に⼗分に伝えきれていなかった可能性もあるので、
実施⽅法とともにこれらの活動の意義を併せて伝えていく必要があると思われる。また英語
特有の問題として、協働的な活動が活発になると⽣徒の⽇本語が多くなるという点が指摘で
きる。話し合いを英語で⾏えるよう⼯夫することも⼤切だが、協働的な活動に時間をかけす
ぎて⽣徒が英語を使う時間が⼤きく減少することがないよう気をつけたい。また、多くの教
室で観察されるコミュニケーション活動の 1 つに、⽣徒が教室内を⾃由に動いて英語でや
り取りをする活動が挙げられる。この活動は⼀⾒活発で⽣徒も積極的に参加しているように
⾒えるが、中には⼿元にあるカードを⾒ながら決められた会話を発しているだけで、⾃発的
に会話に参加していない⽣徒もいる。「盛り上がる活動＝アクティブ・ラーニング」ではな
い点にも注意したい。 
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 ⼤局的改善策を取り⼊れていた学校や授業 

 すべての学校で、前項で⾔及したドリル的な練習問題だけにとどまらず、コミュニケーシ
ョン活動も積極的に取り⼊れている授業が⾒られた。英語指導の最終的な⽬標は英語による
コミュニケーション⼒を育成することなので、これらの活動は効果的であるが、同時に、基
礎⼒を養うドリル的な練習も必要に応じて取り⼊れることが望ましい。ただし、前項でも述
べたが、練習そのものが⽬的となってしまうことは望ましくない。これら 2 種類の活動（コ
ミュニケーション活動とドリル的活動）はいわば⾞の両輪である。ドリル的な活動は機械的
であるとして批判されることもあるが、英語によるコミュニケーション⼒育成の⼿段として
明確な⽬的をもって⾏われるのであれば、効果が期待できるであろう。 
 グループ単位での活動やジグゾー等の協働的な学習形態も⾒られた。例えば、複数の英⽂
が与えられ、カッコ内に適切な助動詞を⼊れる練習問題をグループ単位で考えて、⼀定時間
ののちに発表するという活動では、グループ内で⽣徒同⼠がよく話し合い、説明ができる段
階にまで理解を深めていた。練習問題のような基礎的な活動に協同的活動を効果的に取り⼊
れている点が注⽬される。 
 また、個に応じた指導も成績の伸びにつながった可能性がある。前項で紹介した、⼩テス
トで合格するまで再テストを受けるという例は⽣徒個々⼈に対応した取組である。また、ノ
ート指導を丁寧に⾏ったという教師は指導を通して⽣徒⼀⼈⼀⼈と向き合えると語ってい
た。さらに、授業中にできるだけ全員が発⾔できるよう⼼掛けているという報告もあったが、
これも⽣徒が集団の中に埋もれることなく、教師が⽣徒⼀⼈⼀⼈に⽬を向けられるよう⼼掛
けていることの表れであろう。 
 

 誤答分析より 
 誤答にはいくつかの共通点が⾒られる。まず、⾔語的な対応関係のみに注⽬をして誤答に
⾄るケースである。例えば、Tom and Shun (   ) good friends.（説明のための想定問題）の
カッコ内に⼊る be 動詞を選ぶ問題で is を選択した⽣徒が多かったが（正解は are）、これは
カッコの直前の Shun のみに着⽬しており、⽂が表す状況を⼗分に理解していなかったこと
が原因だったと思われる。また、Do you〜?や Is he〜?のように Yes や No で答えることが
可能な⽂でも実際には Yes、No のいずれも使わずに返答することが可能であるが、この種
の問題も正答率が低くなる傾向がある。さらに、会話⽂を読み取る⼤問で、He often comes 
to my house.が答になる質問を選ぶ問題では、正答の Where do you listen to music?を選ん
だ⽣徒が全体の 29.7%だったのに対し、誤答の Where does he come from?は 32.%、When 
does he come to the class?は 24.8%が選択している。誤答の 2 つには he が含まれており、
質問の答えとなる He と対応していると考えて選択したものと思われる。⽂の働きを⼗分に
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理解していなかったために⽣じた誤答であろう。指導においては、その表現が使われる場⾯
や状況も併せて理解できるよう注意したい。 
 並べ替え問題は正答率の⾼いものと低いものがはっきり分かれることが多い。英語におい
て語順が意味の決定に⼤きく関わり、極めて重要なので、指導の際に気をつけたいところで
ある。特に、疑問詞を含む問題は全般的に正答率が⾼くないので、注意が必要であろう。 
 書くことでは、適切な疑問⽂を書く問の正答率が 2 年⽣で 23.1%、3 年⽣で 17.5%と低
い。また、無答もそれぞれ 12.0%、24.5%で、書くことに対する積極性にも課題が⾒られる。 
 ⼀⽅で、2、3 年⽣の同⼀問題はすべて 3 年⽣の正答率の⽅が⾼いので、教育効果が表れ
ていると⾔える。 
 
 

3.5. アクティブ・ラーニング学習観６則との関連 

 埼⽟県教育委員会では「アクティブ・ラーニング学習観６則」を公開している。そこでは、
児童・⽣徒は協働の中で深く考えることにより変容するための授業を⽬指しており、本調査
で⾒えてきた、局所的改善策はスタートで、次のステップとして⼤局的改善策が重要になっ
てくることにも重なってくる。 
 まず、⽬的のところでは、「アクティブ・ラーニングを通じて、児童・⽣徒が主体的で、
協働的な学びの中で深く考えることにより、変容すること」としている。これは、授業で覚
えるべき知識・技能を教授し、定着させるためにアクティブ・ラーニングを⽤いる局所的改
善策ではなく、深く考え変容させるためにアクティブ・ラーニングを⽤いる⼤局的改善策の
重要性と⼀致している。また、６則の具体的な中⾝を⾒てみると、全体としてアクティブ・
ラーニングは単なる⼿法・技術・型ではなく、それ⾃⾝は⽬的ではない、としている。他者
との協働を通じた学び合いによって、学びを通じて変容させ、そのアウトプットを確認して
いくことが⼤事としている。そのような活動を実現していくためには、各教科で⽬指す学習
の理想の姿を明確化した上で、変容を促したい部分を単元のどこに位置づけるのか、ドリル
や教師の教授をどのタイミングでどう組み合わせると⽬標が実現できるのかを検討するこ
とが重要だと考えられる。 
 これら⼤局的視点で、ドリルや授業展開を設計していくことによって、児童・⽣徒は教師
に⾔われた活動をこなす受動的な学びから、教師が設計した枠組みを利⽤して能動的に学習
を深めていくような学びにシフトしていくと考えられる。 
 このような⼤局的視点に⽴って、改善の取組を教員⼀⼈⼀⼈が⾏なっていくためには、学
校において、カリキュラム・マネジメントの視点からの⾒直しも重要になってくるであろう。
カリキュラム・マネジメントの視点からの⾒直しを基に、主体的・対話的で深い学びの実現
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していく取組や単元設計、授業づくりにつながる研修と、その実践によって児童・⽣徒の学
びがいかに変容したかを児童・⽣徒の学習の過程や成果の記録から振り返って次の改善策に
つなげて⾏くような研修の体制づくりが今後⽋かせないと考えられる。 
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4. 参考資料 

4.1. 計量分析班資料 
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4.2. 教科指導班資料 
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